
 

    

    

    

第２６回 
介護支援専門員実務研修受講試験 

『受験の手引き』 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    
    

    

    

    

この手引きは受験申込み後も必要な書類がありますので、実務研修修了まで 
⼤切に保管してください。 

    

    

新潟県指定試験実施機関 

 
    

        介護支援専門員実務研修受講試験等実施本部 
〒950-8575 新潟県新潟市中央区上所 2-2-2 新潟ユニゾンプラザ３階 

TEL 025-281-5526  URL https://www.fukushiniigata.or.jp 
問い合わせ・受付時間 平日 9:00 〜 16:00 (⼟・日・祝祭日を除く) 

 

社会福祉 
法  人 新潟県社会福祉協議会 

○受験要件が⾒直され、平成 30 年度から新たな受験要件を適⽤して試験が
実施されています。 

○いったん納付した受験⼿数料は、新潟県介護保険法関係⼿数料条例の規
定により、還付（お返し）できません。 

◎受験を希望する方は、受験要件を十分確認して、申し込んでください。 
 

令和 5 年 6 月 5 日(月曜日)から (月曜日)から (月曜日)から (月曜日)から 

令和 5 年 6 月 30 日(金曜日)まで(金曜日)まで(金曜日)まで(金曜日)まで(当日消印有効) 
※7 ⽉ 1 日(⼟)以降の消印のものは、受け付けできません 

受 付 期 間 受 付 期 間 受 付 期 間 受 付 期 間 

 



 

    

受験申込から合格発表まで受験申込から合格発表まで受験申込から合格発表まで受験申込から合格発表まで    
受験申込書配付期間：令和５年６月５日（月）から６月３０日（金）まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○合格者の受験番号は、令和５年１２月４日(月)に新潟県社会福祉協議会 WEB ページ内か

ら確認できます。 

○結果(合否)通知は、令和５年１２月４日(月)付けで送付します。 

なお、合格者には実務研修の受講案内を同封します。 

⑦ 合 否 の 発 表 
 

令和５年１０月８日（日）午前１０時から 

※試験会場は、受験票に記載されています。 

⑥ 試 験 

受付期間 令和５年６月５日（月）から６月３０日（金）まで（当日消印有効） 

申込方法 簡易書留による郵送のみ（持参は受け付けません） 

申 込 先 〒950-8575 新潟市中央区上所 2-2-2 新潟ユニゾンプラザ 3 階 

 新潟県社会福祉協議会 介護支援専門員実務研修受講試験等実施本部 

 （以下「県社協」という） 

② 受験申込み 

不受理とする 受験申込の受理 

受験資格要件の確認（5 ページ参照） 

受験希望者は、受験資格要件を満たしていることを自ら確認してください。 

申込書類の準備（9 ページ参照） 

申込書等必要書類を整えてください。記載内容の不備及び添付書類の不足等があ

る場合は受け付けません。 

①  受 験 申 込 準 備 

受験資格が書類で確認できない場合 受験資格が確認できた場合 

④ 受験資格審査 

○受験票は、令和５年９月２０日(水)に投函します。 

（９月２９日（金）までに受験票が届かない場合は、県社協に連絡してください。） 

申込書類の不備等の連絡があった場合は、
書類を補正し、別途指定する期間内に再提出
することができます。 

なお、この場合は、指定期間を厳守願いま
す。 

申込書類の再提出 

○受験申込書、受験整理票、添付書類等の有無について確認を行います。 

③ 申込書類の受付 

⑤ 受 験 票 交 付 
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様式３ 受験手数料郵便振替払込金受領証貼付用紙 

様式４ 受験整理票 
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様式 11 開設確認願（書） 

様式 12 在職証明書 

 



 

－はじめに－ －はじめに－ －はじめに－ －はじめに－ 

(申し込みの前に必ず読んでください) 
 

介護支援専門員とは、要介護者・要支援者からの相談を受け、その心身の状況等に応じ適切

なサービスを受けられるように事業者等との連絡調整を行う者で、要介護者等が自立した日常

生活を営むのに必要な援助に関する専門的知識・技術があるとして介護支援専門員証の交付を

受けた人をいいます（国家（知事）資格ではありません）。 

また、介護支援専門員の主たる業務は、居宅サービス計画・施設サービス計画の作成、居宅

サービス事業者との「連絡調整」、サービスの実績管理を行う「給付管理」、市町村から委託を受

ける場合の要介護認定及び要支援認定に係る「認定調査」です。 

介護支援専門員実務研修受講試験は、介護支援専門員の業務に関して、「介護保険制度」、「要

介護（要支援）認定」、「居宅サービス計画等」及び「保健医療福祉サービス」に関する基礎的知

識を有しているか確認することを目的として実施するものです。 

なお、この試験に合格した後、介護支援専門員実務研修の全課程を修了し、新潟県が管理す

る介護支援専門員名簿に登録された上で、介護支援専門員証の交付を受け、介護支援専門員と

なることができます。 

介護支援専門員実務研修受講試験の受験希望者は、新潟県介護支援専門員協会が実施する実

務研修を受講することを前提に受験してください。（今年度の日程については 38・39 ページ参

照）ただし、実務研修の受講は、実務研修受講試験に合格した年度に限るものではなく、翌年度

以降でも受講は可能です。 

 

〔介護支援専門員として就業するまでの流れ〕 〔介護支援専門員として就業するまでの流れ〕 〔介護支援専門員として就業するまでの流れ〕 〔介護支援専門員として就業するまでの流れ〕 

    

    
    

※１ 実務研修は、新潟県介護支援専門

員協会が指定する日程で受講して

ください。 

 
※２ 「介護支援専門員証」の交付を受

けて初めて介護支援専門員として

業務に従事することができます。 
「介護支援専門員証」の有効期

間は５年です。 

有効期間を更新するには、更新

のための研修を受ける必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

     実務研修実務研修実務研修実務研修    

実務研修修了証明書交付実務研修修了証明書交付実務研修修了証明書交付実務研修修了証明書交付    

実 習 実 習 実 習 実 習 

前期研修 前期研修 前期研修 前期研修 

後期研修 後期研修 後期研修 後期研修 

     介護支援専門員実務研修受講試験 合格介護支援専門員実務研修受講試験 合格介護支援専門員実務研修受講試験 合格介護支援専門員実務研修受講試験 合格    

（実務研修受講決定）（実務研修受講決定）（実務研修受講決定）（実務研修受講決定）※１    

     介護支援専門員実務研修受講試験 受験介護支援専門員実務研修受講試験 受験介護支援専門員実務研修受講試験 受験介護支援専門員実務研修受講試験 受験    

            介護支援専門員資格登録申請 介護支援専門員資格登録申請 介護支援専門員資格登録申請 介護支援専門員資格登録申請 
            介護支援専門員証交付申請介護支援専門員証交付申請介護支援専門員証交付申請介護支援専門員証交付申請         

            介護支援専門員資格登録 介護支援専門員資格登録 介護支援専門員資格登録 介護支援専門員資格登録 
            介護支援専門員証交付介護支援専門員証交付介護支援専門員証交付介護支援専門員証交付（有効期間５年)（有効期間５年)（有効期間５年)（有効期間５年)※２         
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－受験要件の見直し等について－ －受験要件の見直し等について－ －受験要件の見直し等について－ －受験要件の見直し等について－ 
  

介護保険法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 19号）が、平成 27年 2月 12

日に公布施行され、併せて、介護支援専門員実務研修受講試験事業実施要綱も同日に改正され

ました。 

規則及び要綱の改正は介護支援専門員の資質や専門性の向上を図るためのもので、これによ

り、介護支援専門員実務研修受講試験の受験要件が見直されるとともに、解答免除の取扱いが

廃止になりました。 

    

 受験要件の見直し 

  受験要件の見直しにより、下記の業務又は事業に従事した期間が通算して 5年以上であ

り、かつ、当該業務に従事した日数が 900 日以上の者が、受験対象者となります。 

◇ 保健・医療・福祉に関する以下の法定資格保有者で、法定資格に基づく当該資格に係る業務 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法

士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、は

り師、きゅう師、柔道整復師、栄養士（管理栄養士を含む）、社会福祉士、介護福祉士、

精神保健福祉士 

◇ 生活相談員 

(地域密着型)介護老人福祉施設又は(地域密着型)特定施設入居者生活介護(介護予防を

含む)における、要介護者等の日常生活の自立に関する相談援助業務 

◇ 支援相談員 

介護老人保健施設における、要介護者等の日常生活の自立に関する相談援助業務 

◇ 相談支援専門員 

障害者総合支援法第 5条第 18項及び児童福祉法第 6 条の 2の 2第 7項に規定する事業 

◇ 主任相談支援員 

生活困窮者自立支援法第 3 条第 2項に規定する事業 

    

平成 27 年度から 29 年度までは、経過措置が実施されていましたが、平成 30 年度以降の受

講試験からは、全て改正後の受験要件を適用して実施されるため、上記以外の受験要件は認

められませんので、留意してください。 
    

解答免除の取扱いの廃止 

 保有資格によって認められていた解答免除の取扱いは、平成 27年度の受講試験から廃止

されています。 
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介護支援専門員実務研修受講試験 介護支援専門員実務研修受講試験 介護支援専門員実務研修受講試験 介護支援専門員実務研修受講試験 

 １ 試験日時   １ 試験日時   １ 試験日時   １ 試験日時  
 

試 験 日 令和５年 10 ⽉８日（日曜日） 

試験開始時間 午前 10時 

・試験会場は午前 9時から入室できます。 

・試験開始時間に遅れると原則として受験できません。 

・試験当日、試験会場は暖房が入りませんので服装に注意してください。 

 

 ２ 試験会場   ２ 試験会場   ２ 試験会場   ２ 試験会場  
 

・試験会場は、県内の施設を予定しています。 

・県社協が指定し、受験票（9月 20 日投函）に記載してお知らせします。 

試験会場の変更には応じられません。 

・会場の地図及び交通については、受験票発送後に県社協 WEB ページで確認してください。 

    

 ３ 受験申込方法   ３ 受験申込方法   ３ 受験申込方法   ３ 受験申込方法  
 

（１）受験を希望する者は、受験申込書等の必要書類を次に定める受付期間内に、この手引

きに挟み込んである封筒で必ず「簡易書留」で郵送してください。 

（２）持参しても受け付けられません。 
 

受付期間 

 

令和５年６月５日（月曜日）令和５年６月５日（月曜日）令和５年６月５日（月曜日）令和５年６月５日（月曜日）から６月３０日（金曜日）まで 

（当日消印有効） 

＜注意＞ 

消印のないもの及び７月１日（土曜日）以降の消印のものは、いかなる理由が

あっても一切受け付けません。 

郵 送 先 
〒950－8575 新潟市中央区上所 2-2-2 新潟ユニゾンプラザ 3 階 

新潟県社会福祉協議会 介護支援専門員実務研修受講試験等実施本部 

・申込書類に不備、不足等がある場合は、その内容によっては、これらを補正し、指定期間

内に再提出した場合に限り受理します。 

・実務経験証明書は、原則として受験申込受付期間内に提出されたものが審査の対象となり

ます。受付期間経過後の追加提出は認められません。 

・ただし、補正後の提出期限が受付期間を過ぎて指定されている場合は指定期限厳守と

し、期限を過ぎたものは受理しません。 
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 ４ 受験手数料   ４ 受験手数料   ４ 受験手数料   ４ 受験手数料  
 

・いったん納付した受験手数料は、新潟県介護保険法関係手数料条例の規定により 

還付（お返し）できません。 

・受験資格を十分確認した上で、受験手数料を払い込んでください。 

・一度提出された書類のお戻し、又は、複写物をお渡しすることはいたしません。「払込金受

領証」が必要な方は、必ずご自分でコピーを取り保管ください。 

◇ 受験手数料は、下記により納付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受験手数料 

13,200 円13,200 円13,200 円13,200 円   ＜内訳＞ 

・試験事務手数料      11,800 円 

・試験問題作成事務手数料   1,400 円 
 

※ (公財)社会福祉振興・試験センターによる試験問題及び合格基準設定等を利用します

ので、試験問題作成事務手数料が必要となります。 

この手数料については、新潟県との委託契約に基づき県社協が徴収し、試験問題作成

経費として、新潟県から(公財)社会福祉振興・試験センターに支払われます。 

納入方法 郵便振替払込（郵便局で）郵便振替払込（郵便局で）郵便振替払込（郵便局で）郵便振替払込（郵便局で）※ 現金、定額小為替、収入印紙等では納付できません 

・この「受験の手引き」に綴じ込んである専用の払込用紙（払込取扱票）により最寄りの郵便

局で払い込み、その右端の「払込金受領証」を「受験手数料郵便振替払込金受領証貼付用紙」

（様式 3）の所定欄に全面のりで貼り付けてください。 

・ＡＴＭで払い込んだ場合は「ご利用明細票」を貼り付けてください。 

＜注意＞ 「払込取扱票」の「おなまえのフリガナ」「おなまえのフリガナ」「おなまえのフリガナ」「おなまえのフリガナ」欄は必ず記入してください。 

・受験申込受付期間内に受験手数料が納付されていない受験申込は、無効となります。 

・郵便振替払込料金は、受験申込者においてご負担ください。 
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 ５ 受験資格   ５ 受験資格   ５ 受験資格   ５ 受験資格  

次の「Ⅰ 実務経験」及び「Ⅱ 受験地」の要件を満たすこと 

Ⅰ 実務経験 Ⅰ 実務経験 Ⅰ 実務経験 Ⅰ 実務経験 

（１）下記の業務に従事した期間が通算して５年以上５年以上５年以上５年以上であり、かつかつかつかつ、当該業務に従事した日数
が９００日以上９００日以上９００日以上９００日以上であることが必要です。 
＜注意＞ 要援護者に対する直接的な対人援助ではない業務（教育業務、研究業務、営

業、事務等）を行っている期間は、実務経験には含まれません。 

対象業務 対象となる資格 

【別表１】に定める 
法定資格に基づく業務 

（14・15 ページ参照） 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療

法士、作業療法士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚

士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士

(管理栄養士を含む)、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士 

 
対象業務 対象となる事業及び施設 対象となる職種 

【別表２】に定める 
施設等において必置 

とされている 
相談援助業務 

（16～17 ページ参照） 

特定施設入居者生活介護 生活相談員 

地域密着型特定施設入居者生活介護 生活相談員 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 生活相談員 

介護老人福祉施設 生活相談員 

介護老人保健施設 支援相談員 

介護予防特定施設入居者生活介護 生活相談員 

計画相談支援 相談支援専門員 

障害児相談支援 相談支援専門員 

生活困窮者自立相談支援事業 主任相談支援員 

 
（２）実務経験とする業務等の別による下記の受験区分によって受験を申し込んでください。 

区

分 
受験区分１ 受験区分２ 受験区分３ 受験区分４ 

実
務
経
験
と
す
る
業
務
等 

【別表１】 

 法定資格に基づく業務  

【別表２】 

 相談援助業務  

【別表１】 

 法定資格に基づく業務  

＋ ＋ ＋ ＋ 

【別表２】 

 相談援助業務  

平成 30 年度 

以降の 

受講試験の 

結果通知書又は

受験票を提出 

して受験を 

申し込む者 

＜注意＞ 

平成 29 年度以

前のものは対象

となりません 

法定資格に基づく業務 

に従事した期間のみ 

を実務経験として 

受験を申し込む者 

相談援助業務 

に従事した期間のみ 

を実務経験として 

受験を申し込む者 

法定資格に基づく業務 

に従事した期間及び 

相談援助業務 

に従事した期間の両方

を実務経験として 

受験を申し込む者 

必
要
な
従
事
期
間
・
従
事
日
数 

    
    

＋ 
    

実務経験証明書(様式５)の提出が必要となります 
実務経験証明書 

(様式５)の提出

を省略すること

ができます 
※ 法定資格に基づく業務の従事期間は、当該資格の登録(免許交付)日以

降の期間となります 

※【別表２】の相談援助業務に従事した期間は、法定資格の有無にかかわ

らず実務経験として算入することができます 

※ 業務従事期間は、試験前日(１０月７日)まで通算することができま

す 

【別表１】及び【別表２】 

の業務に従事した期間が 

通算して５年以上５年以上５年以上５年以上 

【別表１】及び【別表２】 

の業務に従事した日数が 

９００日以上 ９００日以上 ９００日以上 ９００日以上 
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Ⅱ 受験地 Ⅱ 受験地 Ⅱ 受験地 Ⅱ 受験地 

新潟県において受験できるのは、受験申込書を提出する時点で、下記の（１）、（２）のい

ずれかに該当する者となります。 

（１）受験資格に係る業務に従事している勤務地が新潟県内にある者 

（２）受験資格に係る業務に従事していない（無職の者を含む）場合は、新潟県内に住所地が 

ある者 

受験申込書を提出する時点での就業状況 勤務地 住所地 新潟県での受験 

受験資格に係る業務に 

従事している 

新潟県 新潟県以外 ○ 

新潟県以外 新潟県 × 

受験資格に係る業務に 
従事していない 

(無職の者を含む） 

―― 新潟県 ○ 

―― 新潟県以外 × 

    

Ⅲ 留意点 Ⅲ 留意点 Ⅲ 留意点 Ⅲ 留意点 

下記の事項に該当する者については、試験に合格し、介護支援専門員実務研修を修了

しても、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号。以下「法」という。）第 69条の 2に定める

登録を受けることができないので留意してください。 

ア 成年被後見人又は被保佐人 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるま

での者 

ウ この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律、政令で定めるものの規

定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる

までの者 

エ 登録の申請前 5 年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者 

オ 法第 69条の 38第 3項の規定による禁止の処分を受け、その禁止の期間中に法第 69

条の 6第 1項第 1号の規定によりその登録が消除され、まだその期間が経過しない者 

カ 法第 69条の 39 の規定による登録の消除の処分を受け、その処分の日から起算して 5

年を経過しない者 

キ 法第 69条の 39の規定による登録の消除の処分に係る行政手続法（平成 5年法律第88

号）第 15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないこ

とを決定する日までの間に登録の消除の申請をした者（登録の消除の申請について相

当の理由がある者を除く。）であって、当該登録が消除された日から起算して 5年を

経過しない者 
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受 験 資 格 ・ 受 験 地 チ ェ ッ ク シ ー ト受 験 資 格 ・ 受 験 地 チ ェ ッ ク シ ー ト受 験 資 格 ・ 受 験 地 チ ェ ッ ク シ ー ト受 験 資 格 ・ 受 験 地 チ ェ ッ ク シ ー ト    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

    
 

 

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

YES YES YES YES 

【別表 2】の相談援助業務に従事している、【別表 2】の相談援助業務に従事している、【別表 2】の相談援助業務に従事している、【別表 2】の相談援助業務に従事している、

又は従事していた又は従事していた又は従事していた又は従事していた 

勤務地又は住所地が新潟県内であり、勤務地又は住所地が新潟県内であり、勤務地又は住所地が新潟県内であり、勤務地又は住所地が新潟県内であり、

平成 30 年度以降の結果通知書又は受平成 30 年度以降の結果通知書又は受平成 30 年度以降の結果通知書又は受平成 30 年度以降の結果通知書又は受

験票（新潟県で受験）を提出 験票（新潟県で受験）を提出 験票（新潟県で受験）を提出 験票（新潟県で受験）を提出 

    

受験区分受験区分受験区分受験区分
【３】 【３】 【３】 【３】 

受験区分受験区分受験区分受験区分
【４】 【４】 【４】 【４】 

YES YES YES YES 

YES YES YES YES 

【別表 2】の相談援助業務に 【別表 2】の相談援助業務に 【別表 2】の相談援助業務に 【別表 2】の相談援助業務に 

・５年以上、かつ ・５年以上、かつ ・５年以上、かつ ・５年以上、かつ 

・９００日以上 従事 ・９００日以上 従事 ・９００日以上 従事 ・９００日以上 従事 

(試験日前日までに満たすと見込む者を含む) 

YES YES YES YES 

スタート スタート スタート スタート 

ＮＯ ＮＯ ＮＯ ＮＯ 

YES YES YES YES 

YES YES YES YES ＮＯ ＮＯ ＮＯ ＮＯ 

YES YES YES YES YES YES YES YES 

ＮＯ ＮＯ ＮＯ ＮＯ 

ＮＯ ＮＯ ＮＯ ＮＯ 

ＮＯ ＮＯ ＮＯ ＮＯ 

ＮＯ ＮＯ ＮＯ ＮＯ 

受験申込み時点で、受験資格受験申込み時点で、受験資格受験申込み時点で、受験資格受験申込み時点で、受験資格    

にかかる業務に従事してい にかかる業務に従事してい にかかる業務に従事してい にかかる業務に従事してい 

る勤務地は新潟県内であるる勤務地は新潟県内であるる勤務地は新潟県内であるる勤務地は新潟県内である    

新 潟 県 で 受 験 

他他他他

県県県県

でででで
受受受受

験験験験    

受受受受    

験験験験    

資資資資    

格格格格    

なななな    

しししし    

受験申込み時点で、受験資格にかかる業務に従事している 受験申込み時点で、受験資格にかかる業務に従事している 受験申込み時点で、受験資格にかかる業務に従事している 受験申込み時点で、受験資格にかかる業務に従事している 

法定資格に基づく業務に従事している、又法定資格に基づく業務に従事している、又法定資格に基づく業務に従事している、又法定資格に基づく業務に従事している、又

は従事していた は従事していた は従事していた は従事していた 

ＮＯ ＮＯ ＮＯ ＮＯ 

法定資格(登録日以降)に基づく業務に 法定資格(登録日以降)に基づく業務に 法定資格(登録日以降)に基づく業務に 法定資格(登録日以降)に基づく業務に 

・５年以上、かつ ・５年以上、かつ ・５年以上、かつ ・５年以上、かつ 

・９００日以上 従事 ・９００日以上 従事 ・９００日以上 従事 ・９００日以上 従事 

(試験日前日までに満たすと見込む者を含む) 

【別表 1】の法定資格に基づく業務及び 【別表 1】の法定資格に基づく業務及び 【別表 1】の法定資格に基づく業務及び 【別表 1】の法定資格に基づく業務及び 

【別表 2】の相談援助業務を通算(合算)して 【別表 2】の相談援助業務を通算(合算)して 【別表 2】の相談援助業務を通算(合算)して 【別表 2】の相談援助業務を通算(合算)して 

・５年以上、かつ ・５年以上、かつ ・５年以上、かつ ・５年以上、かつ 

・９００日以上 従事 ・９００日以上 従事 ・９００日以上 従事 ・９００日以上 従事 

(試験日前日までに満たすと見込む者を含む) 

【別表 2】の相談援助業務に従事してい【別表 2】の相談援助業務に従事してい【別表 2】の相談援助業務に従事してい【別表 2】の相談援助業務に従事してい

る、又は従事していたる、又は従事していたる、又は従事していたる、又は従事していた 

新潟県内に住所がある 新潟県内に住所がある 新潟県内に住所がある 新潟県内に住所がある 

ＮＯ ＮＯ ＮＯ ＮＯ 

YES YES YES YES 

ＮＯＮＯＮＯＮＯ    

YES YES YES YES 

YES YES YES YES 

【別表 1】の法定資格のいずれかを有している【別表 1】の法定資格のいずれかを有している【別表 1】の法定資格のいずれかを有している【別表 1】の法定資格のいずれかを有している    

ＮＯ ＮＯ ＮＯ ＮＯ 

受験区分受験区分受験区分受験区分    
【１】【１】【１】【１】    

受験区分受験区分受験区分受験区分    
【２】【２】【２】【２】    
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 ６ 試験の方法   ６ 試験の方法   ６ 試験の方法   ６ 試験の方法  
    
    

試験の方法 試験問題数 試験時間    

五肢複択方式による筆記試験 

（マークシート方式） 
60 問 120 分（標準） 

    

 ７ 試験の出題範囲   ７ 試験の出題範囲   ７ 試験の出題範囲   ７ 試験の出題範囲  

「介護支援専門員実務研修受講試験の試験問題出題範囲」のとおり（30～35 ページ） 
 

 ８ 受験票の交付   ８ 受験票の交付   ８ 受験票の交付   ８ 受験票の交付  

受験票は令和５年９月２０日（水）に投函します。 

９月２９日（金）までに届かない場合は、県社協に連絡してください。連絡先等は「受

験の手引き」の表紙を参照のこと。 
 

 ９ 合否の発表   ９ 合否の発表   ９ 合否の発表   ９ 合否の発表  
    

合否通知    受験者あてに合否の結果通知書を令和５年１２月４日（月）に投函します    

・県社協ＷＥＢページ(https://www.fukushiniigata.or.jp)に、合格基準、正答番号及び合格

者の受験番号を掲載します。 

・掲示による合格発表は行いません。また、電話による照会には一切応じません。 

・結果通知書が届かない場合は、県社協に連絡してください。（連絡先等は、表紙

記載のとおり） 

・合格発表の日から１か月間に限り、分野別基準点、分野別得点についてのみ文書

により開示請求ができます。開示請求を行う場合は、自身を証明する運転免許証等

を持参のうえ県社協へおいでください。 

開示場所：新潟県社会福祉協議会  開示方法：口頭 

    

 10 身体障害者などへの配慮（特別措置）   10 身体障害者などへの配慮（特別措置）   10 身体障害者などへの配慮（特別措置）   10 身体障害者などへの配慮（特別措置）  

（１）視覚障害、聴覚障害、肢体不自由又は病弱などの理由により、通常の方法での受験が困

難な受験希望者は、受験申込みの際に、所定の申請書(様式 6)によりその旨申請してくだ

さい。 

（２）書類審査の上、申請内容が適当と認められる場合は、試験会場や解答方法の変更、試験

時間の延長など、必要な配慮を行います。 

できる限り申請者の希望に沿うよう努めますが、審査の結果、希望どおりの特別措置が

適用できないこともありますのでご了承ください。 

（３）特別措置適用者には、試験会場、解答方法、試験時間及びその他必要事項について、個

別に通知します。 
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 11 受験申込書等の作成   11 受験申込書等の作成   11 受験申込書等の作成   11 受験申込書等の作成  

（１）受験申込みに必要な書類 （１）受験申込みに必要な書類 （１）受験申込みに必要な書類 （１）受験申込みに必要な書類 

◇ 受験申込みには、受験申込書及び受験整理票のほか、実務経験証明書等が必要です。 

受験申込書等の記入漏れ、添付資料の不足などがある場合は受理できません。 

◇ 申込みに当たっては、下表で必要な提出書類を確認し、漏れなく提出してください。 

◇ 証明書等が複数枚必要なときは、手引きの様式（原本）をコピーして使用してください。 

   ※「⑤実務経験証明書（様式５）」及び「⑨在職証明書（様式 12）」の様式は、 

県社協ホームページ（https://www.fukushiniigata.or.jp/）にも Word 形式で掲載しています。 

◇ 資格登録証等の写しを提出する場合は、必ずＡ４判にしてください。 

 

ア  受験申込時の提出書類 

№ 提出書類 該当する受験申込者 

① 

提出書類チェックシート 

（様式１） 

要領、記載例 P.20 

 

 

受験申込者全員（①～④） 
 

＜注意＞ 

・いったん納付した受験手数料は、新潟県介護保険法関係 

手数料条例の規定により還付（お返し）できません。 

・受験資格を十分確認した上で、受験手数料を払い込んで 

ください。 
 

② 
受験申込書（様式２） 

要領 P.21、記載例 P.22 

③ 

受験手数料郵便振替払込金 

受領証貼付用紙（様式３） 

（「払込金受領証」又はＡＴＭで

払い込んだ場合の「ご利用明

細票」貼付） 

要領 P.23 

④ 

受験整理票（様式４） 
（顔写真貼付） 

要領 P.23 

⑤ 
実務経験証明書（様式５） 

要領P.24-26、記載例 P.27 

受験区分１～３の者（P.5） 

※⑥の「結果通知書」又は「受験票」を提出して受験を

申し込む者（受験区分４の者）は提出を省略すること

ができます。 

⑥ 

平成 30年度以降受講試験の 

「結果通知書」又は「受験票」

（いずれも原本） 

受験区分４の者（P.5） 

（平成 30年度以降に新潟県で行った試験の「結果通知

書」又は「受験票」を提出して受験を申し込む者） 

⑦ 住民票（原本） 

(１）受験資格に係る業務に従事していない者 

（無職の場合を含む） 

(２）受験区分４の者で、過去受験時と現住所が異なる者 
＜注意＞ 

・提出日の 6 ヶ月以内に交付されたもの 

・（２）に該当する場合、過去受験時の住所の記載のある

住民票を提出してください。 
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イ 受験資格を証明するために提出する書類 

№ 提出書類 該当する受験申込者 

⑩ 
法定資格登録(免許)証の写し

（Ａ４判） 

【別表１】（P.14-15）の受験資格に係る法定資格を 

有する者 

＜注意＞ 

・法定資格登録(免許)証は「合格証」とは異なるので注

意 

・登録年月日が、登録証の裏面に記載してある場合は、

裏面もコピー 

・登録証等と氏名が異なる場合は戸籍抄本(原本)を添付 

 

ウ 証明者の要件を確認する書類 

№ 提出書類 該当する受験申込者 

⑪ 
開業許可書、認可書、届出書 

等の写し（Ａ４判） 

診療所や施術所を個人で開業（経営）している場合な

ど、実務経験証明書の証明者と受験申込者が同一の場合 

＜注意＞ 

・⑪又は⑫のいずれか一方 

・⑪を提出する者で、廃業、廃止等をしている場合は、 

廃止･廃業届等の写し 
⑫ 

開設確認願(書)（様式11） 

要領P.28 

 

エ  受験申込者を確認する書類 

№ 提出書類 該当する受験申込者 

⑬ 戸籍抄本（原本） 

婚姻等により、提出する受験申込書、実務経験証明書、

法定資格登録証等の氏名が異なる者 

＜注意＞ 

・提出日の 6 か月以内に交付された戸籍抄本(原本)を 

添付 

  

⑧ 

特別措置適用申請書（様式6） 

及び 

診断・意見書（様式7～10） 

要領P.28 

身体障害等により、受験の際、何らかの配慮を必要と 

する者 

※身体障害者手帳の交付を受けている者は、診断・意

見書に代えて身体障害者手帳の写し（Ａ４判）を添付

することができます 

⑨ 
在職証明書（様式12） 

要領P.28 

受験資格に係る業務に従事している場合で、現勤務先の

実務経験証明書（様式５）を提出しない者 
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（２）受験申込みの後に提出が必要な書類 （２）受験申込みの後に提出が必要な書類 （２）受験申込みの後に提出が必要な書類 （２）受験申込みの後に提出が必要な書類 

下記に該当する者は、提出期限に注意し、封筒の表面に「受験申込書記載事項変更届在

中」と朱記して、簡易書留により必要な書類を提出してください。 

※ 受験票を受け取った後に提出する場合は、提出する書類の右上に受験番号を付記してく

ださい。 
 
№ 提出書類 該当する受験申込者 

⑭ 

実務経験証明書（様式５） 

要領P.24-26、記載例P.27 
 
※証明書提出時には確定と

なるため、証明書の「証明
区分」欄の「確定済」を「○」
で囲んでください 

「見込」による実務従事期間・従事日数を含めて「実務

経験証明書」を提出した者 

＜注意＞ 

・実務経験の期間、日数が満たされ次第、速やかに簡易書
留にて提出すること 

・令和５年 10 月 31 日(火)までに提出されなかった場合

は、受験資格を満たさなかったものとして、介護支援

専門員実務研修受講試験の受験そのものが無効となり

ます 

⑮ 
法定資格登録証の写し 

（Ａ４判） 

法定資格登録証を再発行申請中として受験申込をした者 

＜注意＞ 

・法定資格登録証が届き次第、速やかに提出すること 

・令和５年 10 月 31 日(火)までに提出されなかった場合

は、受験資格を満たさなかったものとして、介護支援

専門員実務研修受講試験の受験そのものが無効となり

ます 

・交付の遅延等により提出できない場合は、県社協に連絡

してください 

⑯ 
記載事項変更届 

（様式自由） 

受験申込後に住所や氏名、その他受験申込書に記載した

事項に変更があった者 

＜注意＞ 
・婚姻等により氏名の変更があった者は、戸籍抄本(原

本)を添付 

    

 12 個人情報の保護について   12 個人情報の保護について   12 個人情報の保護について   12 個人情報の保護について  

受験申込書等に記載された個人情報については、社会福祉法人新潟県社会福祉協議会個人情

報保護規程に基づき、当試験事業及び実務研修以外には使用しません。 

なお、合格者に関する個人情報については、実務研修の円滑な実施のため、県の指定研修実

施機関である一般社団法人新潟県介護支援専門員協会に提供します。    
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 13 受験に当たっての注意事項   13 受験に当たっての注意事項   13 受験に当たっての注意事項   13 受験に当たっての注意事項  
    

    

試験室における注意事項 

・受験者は必ず受験票を持参し、午前 9時 30 分までに試験室に入室し、着席してください。 

・試験開始時間に遅れた場合は、原則として受験できません。 

・試験会場の入口に、受験番号により試験室を指定した案内表示を掲示します。受付は行

いませんので、各自で試験室を確認し入室してください。 

・試験室入口には、受験番号により当該試験室における座席表を掲示します。 

・試験室では、机の上の座席票の番号と受験番号が同一であることを確認して着席してく

ださい。 

・着席後は、机上の指定された場所に受験票を置き、受験番号を明示してください。 

・筆記用具は、Ｂ又はＨＢの黒鉛筆（シャープペンシルは使用できません）Ｂ又はＨＢの黒鉛筆（シャープペンシルは使用できません）Ｂ又はＨＢの黒鉛筆（シャープペンシルは使用できません）Ｂ又はＨＢの黒鉛筆（シャープペンシルは使用できません）及び消し消し消し消し

跡が残らない新しい消しゴム跡が残らない新しい消しゴム跡が残らない新しい消しゴム跡が残らない新しい消しゴムを用意してください。 

・試験室内では、スマートホン、スマートウォッチ、携帯電話等通信機器の電源を必ず切り、

かばん等の中にしまってください。机の上あるいは机の中に置かないでください。 

・スマートホン、スマートウォッチ、携帯電話等通信機能を有する機械を時計として使用す

ることはできません。 

・試験問題の内容に関する質問には、一切お答えしません。 

・問題用紙及び解答用紙に落丁、乱丁又は印刷不鮮明な箇所があった場合は、手を挙げて試

験監督員に申し出てください。 

・解答用紙は白紙の場合でも必ず提出してください。持ち出しはできません。 

・試験中に不正行為を行った場合又は試験室内の秩序を乱すような行為があった場合は、退

室を命じ受験を無効とすることがあります。 

・気分が悪くなった場合は、手を挙げて試験監督員に申し出てください。 

・試験会場及び試験室内では、試験監督員の指示事項を守ってください。 

    

その他注意事項 

・感染症（新型コロナウイルス感染症、インフルエンザ、はしか、百日咳等）にかかり、治

癒していない場合、あるいは感染が疑われる場合は、他の受験者に感染する恐れがあるの

で、受験をご遠慮ください。医師に感染の恐れがないと認められた場合にのみ受験してく

ださい。 

・試験当日、発熱・咳などの風邪症状等により体調が優れない場合には、試験会場にいる職

員へお申し出ください。 

・マスクの着用は、個人の判断でお願いします。 

 なお、咳等の症状がある場合や、借用会場の都合等により、感染対策上の理由からマスク

の着用をお願いする場合がありますのでご承知おきください。 

・会場内の試験室及びトイレ以外の場所にみだりに立ち入らないでください。 

・会場内（構内も含む）は禁煙とします。 

・試験会場に設置されたゴミ箱は使用禁止です。ゴミは各自が持ち帰ってください。 

・駐車場には限りがありますので、できるだけ公共交通機関を利用してください。 

・新潟シティマラソン開催(10 月 8 日(日))に伴う交通規制の実施により通行可能な道路も

混雑・渋滞が予想されます。 

・試験会場について、詳しくは受験票を受取った後、県社協 WEB サイトを参照してください。 
 

試験当日の緊急連絡先 

新潟県社会福祉協議会 介護支援専門員実務研修受講試験等実施本部 

電話 025－281－5526   ※ ※ ※ ※ 試験会場への連絡は一切できません試験会場への連絡は一切できません試験会場への連絡は一切できません試験会場への連絡は一切できません。。。。 
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【別表１】 法定資格に基づく業務に従事する者 

（法定資格コード（兼）業務コード） 

 

【別表２】 相談援助業務に従事する者（業務コード） 

 

【別表３】 勤務先種別コード 

  

別  表別  表別  表別  表 
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【別表１】法定資格に基づく業務に従事する者（法定資格コード（兼）業務コード） 【別表１】法定資格に基づく業務に従事する者（法定資格コード（兼）業務コード） 【別表１】法定資格に基づく業務に従事する者（法定資格コード（兼）業務コード） 【別表１】法定資格に基づく業務に従事する者（法定資格コード（兼）業務コード） 

① 下記資格に基づく業務に従事する者が対象となります。 

② 算入できる業務従事期間は、下記資格の登録日又は免許交付日以降の期間です。 

③ 業務については、要援護者に対する直接的な対人援助業務が、対象者の本来業務として

明確に位置づけられていることが必要です。 
 

※ 下記資格を有していても、要援護者に対する直接的な対人援助ではない教育業務、研究

業務、営業、事務等を行っている期間は、実務経験には含まれません。 

コードコードコードコード    区 分 区 分 区 分 区 分 対 象 者 対 象 者 対 象 者 対 象 者 

０１ 医師 

医師として医療及び保健指導を掌ることによって、公衆衛生の向

上及び増進に寄与し、もって国民の健康な生活を確保する業務に

従事する者 

０２ 歯科医師 

歯科医師として歯科医療及び保健指導を掌ることによって、公衆

衛生の向上及び増進に寄与し、もって国民の健康な生活を確保す

る業務に従事する者 

０３ 薬剤師 

薬剤師として調剤、医薬品の供給その他薬事衛生を掌ることによ

って、公衆衛生の向上及び増進に寄与し、もって国民の健康な生

活を確保する業務に従事する者 

０４ 保健師 
保健師として厚生労働大臣の免許を受けて、保健師の名称を用い

て、保健指導に従事する者 

０５ 助産師 
助産師として厚生労働大臣の免許を受けて、助産又は妊婦、じょ

く婦もしくは新生児の保健指導に従事する者 

０６ 看護師 
看護師として厚生労働大臣の免許を受けて、傷病者もしくはじょ

く婦に対する療養上の世話又は診療の補助に従事する者 

０７ 准看護師 

准看護師として都道府県知事の免許を受けて、医師、歯科医師又

は看護師の指示を受けて、傷病者もしくはじょく婦に対する療養

上の世話又は診療の補助に従事する者 

０８ 理学療法士 
理学療法士として厚生労働大臣の免許を受けて、理学療法士の名

称を用いて、医師の指示の下に、理学療法に従事する者 

０９ 作業療法士 
作業療法士として厚生労働大臣の免許を受けて、作業療法士の名

称を用いて、医師の指示の下に、作業療法に従事する者 

１０ 視能訓練士 

視能訓練士として厚生労働大臣の免許を受けて、視能訓練士の名

称を用いて、医師の指示の下に、両眼視機能に障害のある者に対

するその両眼視機能の回復のための矯正訓練及びこれに必要な検

査に従事する者 

１１ 義肢装具士 

義肢装具士として厚生労働大臣の免許を受けて、義肢装具士の名

称を用いて、医師の指示の下に、義肢及び装具の装着部位の採型

並びに義肢及び装具の製作及び身体への適合に従事する者 

１２ 歯科衛生士 

歯科衛生士として厚生労働大臣の免許を受けて、歯科医師（歯科医

業をなすことのできる医師を含む。）の指導の下に、歯牙及び口腔

の疾患の予防処置として次に掲げる行為に従事する者 

一 歯牙露出面及び正常な歯茎の遊離縁下の付着物及び沈着物を

機械的操作によって除去すること。 

二 歯牙及び口腔に対して薬物を塗布すること。 

三 歯科保健指導をなすこと。 
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コードコードコードコード    区 分 区 分 区 分 区 分 対 象 者 対 象 者 対 象 者 対 象 者 

１３ 言語聴覚士 

言語聴覚士として厚生労働大臣の免許を受けて、言語聴覚士の名

称を用いて、音声機能、言語機能又は聴覚に障害のある者につい

てその機能の維持向上を図るため、言語訓練その他の訓練、これ

に必要な検査及び助言、指導その他の援助に従事する者 

１４ 
あん摩マッサ

ージ指圧師 
厚生労働大臣より、あん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許又

はきゅう師免許を受け、あん摩、マッサージもしくは指圧、はり

又はきゅうに従事する者 

１５ はり師 

１６ きゅう師 

１７ 柔道整復師 
柔道整復師として厚生労働大臣の免許を受けて、柔道整復に従事

する者 

１８ 

栄養士（管理

栄養士を含

む） 

〈栄養士〉 

都道府県知事の免許を受けて、栄養士の名称を用いて栄養の指導

に従事する者 

〈管理栄養士〉 

厚生労働大臣の免許を受けて、管理栄養士の名称を用いて、傷病

者に対する療養のため必要な栄養の指導、個人の身体の状況、栄

養状態等に応じた高度の専門的知識及び技術を要する健康の保持

増進のための栄養の指導並びに特定多数人に対して継続的に食事

を供給する施設における利用者の身体の状況、栄養状態、利用の

状況等に応じた特別の配慮を必要とする給食管理及びこれらの施

設に対する栄養改善上必要な指導等に従事する者 

１９ 社会福祉士 

社会福祉士として登録を受け、社会福祉士の名称を用いて、専門

的知識及び技術をもって、身体上もしくは精神上の障害があるこ

と又は環境上の理由により日常生活を営むのに支障がある者の福

祉に関する相談に応じ、助言、指導、福祉サービスを提供する者

又は医師その他の保健医療サービスを提供する者その他の関係者

との連絡及び調整その他の援助に従事する者 

２０ 介護福祉士 

介護福祉士として登録を受け、介護福祉士の名称を用いて、専門的

知識及び技術をもって、身体上又は精神上の障害があることによ

り日常生活を営むのに支障がある者につき心身の状況に応じた介

護を行い、並びにその者及びその介護者に対する介護に関する指

導に従事する者 
 

＜注意＞ 

「（地域密着型）通所介護事業所における生活相談員」の業務

は、介護福祉士の資格に基づく業務には該当しませんので、注意

してください。 

２１ 
精神保健福祉

士 

精神保健福祉士として登録を受け、精神保健福祉士の名称を用い

て、精神障害者の保健及び福祉に関する専門的知識及び技術をも

って、精神科病院その他の医療施設において精神障害の医療を受

け、又は精神障害者の社会復帰の促進を図ることを目的とする施

設を利用している者の地域相談支援の利用に関する相談その他の

社会復帰に関する相談に応じ、助言、指導、日常生活への適応の

ために必要な訓練その他の援助に従事する者 
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【別表２】相談援助業務に従事する者（業務コード） 【別表２】相談援助業務に従事する者（業務コード） 【別表２】相談援助業務に従事する者（業務コード） 【別表２】相談援助業務に従事する者（業務コード） 
① 次に掲げる施設等において必置とされている相談援助業務に従事する者が対象となります。 

② いずれの受験要件においても、要援護者に対する直接的な対人援助業務が、対象者の本

来業務として明確に位置づけられていることが必要です。 

コード 対象事業及び施設 職種 規定する法令・通知等 

２０１ 特定施設入居者生活介護 
以下の施設のうち介護保険の指定を受け

たもの 

○有料老人ホーム 

○その他厚生労働省令で定める施設 

養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 

生活相談員 介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）

第 8 条第 11項 

指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準（平成 11 年厚

生労働省令第 37号）第 175 条第１項第

１号 

２０２ 地域密着型特定施設入居者生活介護 
以下の施設のうち介護保険の指定を受け

たもの 

○有料老人ホーム 

○その他厚生労働省令で定める施設 

養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 

生活相談員 介護保険法第 8条第 21項 

指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準（平成

18 年厚生労働省令第 34 号）第 110 条

第１項第１号 

２０３ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護 
○特別養護老人ホーム 

（29人以下） 

＜注意＞ 

特別養護老人ホームに併設して行われてい

る老人デイサービス事業等における生活相

談員は、この項に定める生活相談員には該

当しません 

生活相談員 介護保険法第 8条第 22項 

指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準（平成

18 年厚生労働省令第 34 号）第 131 条第

1 項第 2号 

２０４ 介護老人福祉施設 
○特別養護老人ホーム 

（30人以上） 

＜注意＞ 

特別養護老人ホームに併設して行われてい

る老人デイサービス事業等における生活相

談員は、この項に定める生活相談員には該

当しません 

生活相談員 介護保険法第 8条第 27項 

指定介護老人福祉施設の人員、設備及

び運営に関する基準（平成 11 年厚生労

働省令第39 号）第 2条第 1 項第 2 号 

２０５ 介護老人保健施設 支援相談員 介護保険法第 8条第 28項 

介護老人保健施設の人員、施設及び設

備並びに運営に関する基準（平成 11年

厚生労働省令第 40 号）第 2条第 1項第

4 号 

２０６ 介護予防特定施設入居者生活介護 
以下の施設のうち介護保険の指定を受け

たもの 

○有料老人ホーム 

○その他厚生労働省令で定める施設 

養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 

生活相談員 介護保険法第 8条の 2第 9 項 

指定介護予防サービス等の事業の人

員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準（平成

18 年厚生労働省令第 35 号）第 231 条第

1 項第 1号 
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コード 対象事業及び施設 職種 規定する法令・通知等 

２０７ 計画相談支援 
○指定特定相談支援事業所 

相談支援専

門員 

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成 17 年法

律第 123 号）第 5条第 18項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく指定

計画相談支援の事業の人員及び運営に

関する基準（平成 24 年厚生労働省令第

28 号）第3 条 

２０８ 障害児相談支援 
○指定障害児相談支援事業所 

相談支援専

門員 

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）

第 6 条の 2の 2 第 7項 

児童福祉法に基づく指定障害児相談支

援の事業の人員及び運営に関する基準

（平成 24年厚生労働省令第 29号）第 3

条 

２０９ 生活困窮者自立相談支援事業 

 

主任相談支

援員 

生活困窮者自立支援法（平成 30年法律

第 44 号）第 3 条第 2 項 

生活困窮者自立支援事業等の実施につ

いて（平成 27 年 7月 27 日社援発 0727

第 2 号厚生労働省社会･援護局長通知）

の別紙（別添１）自立相談支援事業実

施要領 3（2）ア 
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【別表３】勤務先種別コード【別表３】勤務先種別コード【別表３】勤務先種別コード【別表３】勤務先種別コード    

コード 施 設 種 別 

０１ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

０２ 介護老人保健施設 

０３ 病院（診療所も含む） 

０４ 在宅（老人）介護支援センター、地域包括支援センター 

０５ 訪問介護事業所 

０６ 訪問看護ステーション 

０７ 訪問入浴施設 

０８ 老人デイサービスセンター 

０９ 養護老人ホーム 

１０ 軽費老人ホーム（ケアハウスを含む） 

１１ 有料老人ホーム 

１２ 短期入所施設（ショートステイ） 

１３ 認知症高齢者グループホーム 

１４ 小規模多機能型居宅介護事業所 

１５ 救護施設 

１６ 薬局 

１７ 身体障害児者関係施設又は事業所 

１８ 知的障害児者関係施設又は事業所 

１９ 精神障害者関係施設又は事業所 

２０ あん摩、マッサージ、はりきゅう施術所 

２１ 接骨院 

２２ 社会福祉協議会 

２３ 市役所・町村役場（福祉事務所、保健センター等を含む） 

２４ その他の相談援助又は介護等の業務を行う施設又は事業所 

２５ 
上記以外の事業所等 

（受験対象とならない業務を現在行っているもの） 

２６ 無職 
 

※種別コード番号は、最も近いと思われるものを選択してください。 

※実務経験証明書の「施設種別」欄には正式名称を記入してください。 
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◇ 提出書類チェックシート（様式１） 
１ 該当する「受験区分（1～4）」を選択（5 ページ参照）して、必要な書類を確認してくだ

さい。 
２ 提出書類が整ったら、「提出書類チェックシート」で不備がないか再度チェックしてくだ

さい。 
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◇ 受験申込書（様式２） 
※ 記入を誤った場合は、二重線を引いて訂正してください。訂正印は必要ありません。 

 受験申込書の項目 記⼊要領 
① 記⼊日 ・受験申込書を作成した日を記入する 

② 氏名 

・フリガナを付けて、戸籍に記載されている文字で記入してください。 
・各種通知書や修了証等は、申込書に記載された文字で作成しますの

で、略さず正確に記載してください。 
・日本国籍を有しない者は、在留カードに記載されている文字を使用して

ください。 

③ ⽣年⽉日 ・元号に〇を付け、明確にわかるように年月日は該当する数字 2桁(例：
1の場合は「01」)で記入してください。 

④ 現住所 
・フリガナを付けて、市(区)町村名、番地(アパート等の場合は、名称、

室名)、  様方まで記入してください。 
・受験票等はこの現住所に郵送しますので、正確に記載してください。 

⑤ 市町村コード ・受験申込書の右側欄外の 3桁の数字を記入してください。 

⑥ 電話番号 ・携帯電話の番号など、日中連絡の取れる電話番号を左づめで、局番、
番号の間に「－」(ハイフン)を入れて記入してください。 

⑦ 受験の条件 
・現在、新潟県内で、受験資格に係る業務に従事しているかどうかで判断

し、「現在、受験対象となる業務に新潟県内で従事している」方は『１』
に〇を付し、「現在、受験対象となる業務に従事していないが、新潟県
内に居住」の方は、『２』に〇を付してください。 

⑧ 業務コード 
勤務先種別コード 

・「受験の条件」で『１』を選択した方は、現在の勤務先に該当する【別
表１】の業務コード及び勤務先種別コードを記入する。 

・「受験の条件」で『２』を選択した方(現在、無職または受験対象となる
業務に従事していない場合)は、【別表３】の勤務先種別コードを記入す
る。 

⑨ 現勤務先の名称 
・現在勤務している施設･事業所等の名称を正確に記載してください。 
《例》社会福祉法人  会特別養護老人ホーム  、㈱  新潟支社など 
・無職又は受験対象とならない業務に就いている場合は、受験の条件の
『２』に〇を付し、勤務先種別コードを記入してください。 

⑩ 法定資格 

・取得している法定資格の名称（種類）を記載してください。 
・「法定資格コード」は、14・15ページ【別表１】の法定資格コードを記

入し、資格登録(免許交付)年月日を記入してください。 
・実務経験証明書の提出を省略して申し込む場合（受験区分４）も記入

してください。 

⑪ 受験資格に係る 
勤務履歴 

・提出する実務経験証明書(様式 5)に記載の内容を転記してください。 
・複数の勤務先がある場合は、勤務の旧い順に記入してください。 
・実務経験証明書の提出を省略して受験を申し込む場合（受験区分４）

は、記入を省略することができます。 

⑫ 
新潟県介護支援専門
員実務研修受講試験
受験経歴 

・平成 30年度以降に新潟県で行った試験の結果通知書又は受験票を提
出して受験を申し込む者（受験区分４の者）は、受験年度、受験番
号、受験時の氏名を記入してください。 

⑬ 身体障害者等への 
特別措置の有無 

・「身体障害者などへの配慮（特別措置）」（8 ページ参照）について希望
の「有・無」のどちらかをチェック し、希望する者は、該当する障害
等にチェック してください。 

・受験上の配慮は、別途特別措置適用申請書(様式 6)の提出が必要です。
申請方法は 8・28ページを参照してください。 
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様式 2 

第 26回介護支援専門員実務研修受講試験 

受 験 申 込 書 受 験 申 込 書 受 験 申 込 書 受 験 申 込 書 
※黒のボールペン黒のボールペン黒のボールペン黒のボールペンで記入して下さい。記入を誤った場合は二重線で訂正して下さい。（訂正印不要） 
 

   記⼊日 令和 5555 年 6666 ⽉ 20202020 日 
フリガナ     ニイガタニイガタニイガタニイガタ        ハナコハナコハナコハナコ    ⽣年⽉日 

氏  名 
(自署) 

(姓) 

 新潟新潟新潟新潟    

(名) 

 花子花子花子花子    

昭和 
平成 6666 3333 年 0000 4444 ⽉ 2222 8888 日 

フリガナ                                   

現 住 所 
〒    －                        （市町村コード      ） 

県     市     区 
            郡     町村 

電話番号              (日中連絡の取れる電話番号) 
 

   業務コード 
※別表１ 

勤務先種別 
コード別表３ 

受験の条件 〇〇〇〇 1. 現在、受験対象となる業務に新潟県内で従事している      
該当する方に〇  2. 現在、受験対象となる業務に従事していないが、新潟県内に居住      

 

現勤務先の 
名 称 

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人○○○○○○○○会 会 会 会 
老人老人老人老人デイサービスセンターデイサービスセンターデイサービスセンターデイサービスセンター○○○○○○○○園園園園 

現勤務先の 
所在地 

〒    － 
     市     区 

            郡     町村 
 電話（ ０２５０２５０２５０２５ ） ２２２２8888５５５５  － ００００ ００００ ００００ ００００ 
 

法
定
資
格 

法定資格 
コード 名 称 資格登録（免許交付）年⽉日 

2222 0000 ① 介護福祉士 介護福祉士 介護福祉士 介護福祉士 昭和･平成･令和 2 9 年  6 ⽉ 1 5 日 

1111 9999 ② 社会福祉士社会福祉士社会福祉士社会福祉士 昭和･平成･令和 3 0 年  4 ⽉  1 日 

  ③ 昭和･平成･令和          
 

 
業務 
コード 

勤務先等の名称(施設･事業所名) 
※法人名でなく施設･事業所名を旧い順に記⼊ 

勤務時の職種 
又は職名 

従 事 期 間 
（資格登録・免許交付日以降） 

実従事 
日数 

受
験
資
格
に
係
る
勤
務
履
歴 

              昭・平・令 29292929    年 6666 ⽉ 11115555 日 から  

            介護老人福祉施設 介護職員 昭・平・令 1111    年 6666 ⽉ 14141414 日 まで  

    2222    0000    特別養護老人ホーム〇〇園 (介護福祉士) 通算 ( 2222    年 0000    ⽉  日 ) 444400000000 日 
              昭・平・令 2222    年 6666 ⽉ 11115555 日 から  

            老人デイサービスセンター 生活相談員 昭・平・令 5555 年 6666 ⽉ 20202020 日 まで  

    1111    9999    老人デイサービスセンター〇〇園 (社会福祉士) 通算 ( 3333 年 0000 ⽉ 3333 日 ) 675675675675 日 
              昭・平・令  年  ⽉  日 から  

              昭・平・令  年  ⽉  日 まで  

              通算 (  年  ⽉  日 ) 日 
     昭・平・令  年  ⽉  日 から  

     昭・平・令  年  ⽉  日 まで  

     通算 (  年  ⽉  日 ) 日 
     昭・平・令  年  ⽉  日 から  

     昭・平・令  年  ⽉  日 まで  

     通算 (  年  ⽉  日 ) 日 
    合計 ( 5555 年 0000 ⽉  日 ) 1,0751,0751,0751,075 日 

 ※必要な従事期間及び実従事日数の両方の要件を満たしているか確認 ⇒ 従事期間５年以上 □  実従事日数 900 日以上 □ 
 

新潟県介護支援専門員実務研修受講試験受験経歴  身体障害者等への配慮の希望の有無 
受験年度 受験番号 受験時氏名  □希望あり ・□希望なし 

平成 
令和 4444 年度 400001400001400001400001 新潟花子新潟花子新潟花子新潟花子     □視覚障害 □聴覚障害 □肢体不自由･病弱 

※平成 29 年度以前の受験経歴は対象になりません。 

この受験申込書に記載された個人情報は、当試験並びに実務研修以外には使用しません。 
  

記載 

要領 

記載例 記載例 記載例 記載例 

「区分４」で申し込む場合は記入「区分４」で申し込む場合は記入「区分４」で申し込む場合は記入「区分４」で申し込む場合は記入    

必ず確認！必ず確認！必ず確認！必ず確認！    

    の記入！の記入！の記入！の記入！    

必ず確認！必ず確認！必ず確認！必ず確認！    

    ！！！！    

市町村コード 

新潟市 

101 北区 
102 東区 
103 中央区 
104 江南区 
105 秋葉区 
106 南区 
107 西区 
108 西蒲区 
202 長岡市 
204 三条市 
205 柏崎市 
206 新発田市 
208 小千谷市 
209 加茂市 
210 十日町市 
211 見附市 
212 村上市 
213 燕市 
216 糸魚川市 
217 妙高市 
218 五泉市 
222 上越市 
223 阿賀野市 
224 佐渡市 
225 魚沼市 
226 南魚沼市 
227 胎内市 
307 聖籠町 
342 弥彦村 
361 田上町 
385 阿賀町 
405 出雲崎町 
461 湯沢町 
482 津南町 
504 刈羽村 
581 関川村 
586 粟島浦村 
999 新潟県外 

※ 整理番号 

 

 

 
この欄には記入しないでください 

判定 

法定資格コード 
 

01 医師 
02 歯科医師 
03 薬剤師 
04 保健師 
05 助産師 
06 看護師 
07 准看護師 
08 理学療法士 
09 作業療法士 
10 視能訓練士
11 義肢装具士 
12 歯科衛生士 
13 言語聴覚士  
14 あん摩マッサ

ージ指圧師 
15 はり師 
16 きゅう師 
17 柔道整復師 
18 栄養士 
19 社会福祉士 
20 介護福祉士 
21 精神保健福祉士 

① 

②
③ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④
⑤ 

 
 
 
 
 
 
 
 

⑥ 
 
 
 
 
 
 
 

⑦
⑧ 

 
 
 
 
 
 

⑨ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑩ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑪ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑫
⑬ 

1  9  0  81  9  0  81  9  0  81  9  0  8  

9 5 0 0 9 9 4 

新潟   新潟  中央  新光町 丁目 番 号新潟   新潟  中央  新光町 丁目 番 号新潟   新潟  中央  新光町 丁目 番 号新潟   新潟  中央  新光町 丁目 番 号 

受験資格に係る勤務履歴は、実務経験証明書の記載内容受験資格に係る勤務履歴は、実務経験証明書の記載内容受験資格に係る勤務履歴は、実務経験証明書の記載内容受験資格に係る勤務履歴は、実務経験証明書の記載内容
をそのまま転記してくださいをそのまま転記してくださいをそのまま転記してくださいをそのまま転記してください    
 
※「区分４」で申し込む場合は記入を省略することができます 

※注意！※注意！※注意！※注意！    
「「「「((((地域密着型地域密着型地域密着型地域密着型))))通所介護事業所における通所介護事業所における通所介護事業所における通所介護事業所における
生活相談員」の業務は、業務コード20生活相談員」の業務は、業務コード20生活相談員」の業務は、業務コード20生活相談員」の業務は、業務コード20    
介護福祉士の資格に基づく業務には該当介護福祉士の資格に基づく業務には該当介護福祉士の資格に基づく業務には該当介護福祉士の資格に基づく業務には該当
しませんしませんしませんしません    

    

  

新潟   新潟  中央新潟   新潟  中央新潟   新潟  中央新潟   新潟  中央        

9 5 0 0 9 9 4 1 0 3 

上所 2 丁目 2 番 2 号 上所 2 丁目 2 番 2 号 上所 2 丁目 2 番 2 号 上所 2 丁目 2 番 2 号 
新潟新潟新潟新潟ユニゾンプラザ 301ユニゾンプラザ 301ユニゾンプラザ 301ユニゾンプラザ 301 号室号室号室号室 

0 9 00 9 00 9 00 9 0 ---- 0 0 0 00 0 0 00 0 0 00 0 0 0 ---- 0 0 0 00 0 0 00 0 0 00 0 0 0  
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◇ 受験手数料郵便振替払込金受領証貼付用紙（様式３） 

受験申込者は、受験手数料 13,200 円をこの「受験の手引き」に綴じ込んである専用の

払込用紙（払込取扱票）により郵便局で払い込み、その右端の「払込金受領証」を「受験

手数料郵便振替払込金受領証貼付用紙」（様式３）の所定欄に全面のりで貼り付けてくだ

さい。 

ＡＴＭで払い込んだ場合は「ご利用明細票」を貼り付けてください。 

＜注意＞ ※「払込取扱票」の「おなまえのフリガナ」欄は必ず記入してください。 

 

・いったん納付した受験手数料は、新潟県介護保険法関係手数料条例の規定により 

還付（お返し）できません。 

・受験資格を十分確認した上で、受験手数料を払い込んでください。 

 

◇ 受験整理票（様式４） 

試験当日、受験者本人であることを確認するためのものです。 
 

１ 写真は、縦 4.5 ㎝×横 3.5 ㎝(ふちなし)で、無帽、正面向で、頭頂部から写真の上

端の間(余白)が 2 ㎜から 6 ㎜空いている写真を１枚、所定欄に貼ってください。スピ

ード写真も可。 

顔の大きさは、「顔写真の基準寸法」のとおりで、パスポート申請用写真の大きさと

同じです。 

２ 写真は、6 か月以内に撮影したものであれば、カラーでも白黒でも構いません。 

３ 受験の際に眼鏡等を着用する場合は、眼鏡等を着用した写真を貼付してください。 

４ 背景は無地で、椅子の背もたれ、他の人物の影等他のものが写っていないもので、

かつ、黒又は濃い色のレンズの眼鏡、マスク等を着用していないものとします。 

５ 申込受付時点で写真が劣化しているもの（後日変化する恐れのあるもの及び写真の

表面と裏面がはがれる恐れのあるものを含む）又は 

インスタント写真は使用しないでください。 

６ 受験の際に受験者本人との照合に用いるので、本人

とわかる鮮明な写真とし、不鮮明な写真は使用しな

いでください。 

７ 受験整理票には、氏名（必ずフリガナを付けるこ

と）及び撮影年月を記入してください。 

８ 写真の裏に氏名を記入してから、台紙からは

がれないようにのり付けしてください。 

 

 

写   真 
 

注意 

1. ６か月以内に撮影したも

の 

2. 正面、無帽、無背景 

3. 縦 45㎜×横 35㎜ 

（ふちなし） 

17㎜±2㎜ 

4㎜±2㎜ 

【顔写真の基準寸法】 

34㎜±2㎜ 
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◇ 実務経験証明書（様式５） 

実務経験証明書は、勤務している（していた）法人や会社などの事業者等が作成して発行するも

のです。 

受験申込者が記入したり、修正・訂正したりすることはできません。受験申込者が記入したり、修正・訂正したりすることはできません。受験申込者が記入したり、修正・訂正したりすることはできません。受験申込者が記入したり、修正・訂正したりすることはできません。    

※ 証明書が複数枚必要なときは、本様式をコピーしてください。 

 県社協ホームページ(https://www.fukushiniigata.or.jp/)にも Word 形式で掲載しています。 

※ 受験申込者は、証明書の作成を事業者等に依頼するに当たり、下記の留意事項等を十分説明してく

ださい。 
 

証明権限を有する代表者（法人の理事長等）に関する留意事項 

実務経験証明書の記載内容に不備がある場合は、受験申込書を受理できませんので、下記に十分
注意して作成してください。 

１ 実務経験証明書は、証明権限を有する者（法人の理事長など。権限が委任されている場合は受証明権限を有する者（法人の理事長など。権限が委任されている場合は受証明権限を有する者（法人の理事長など。権限が委任されている場合は受証明権限を有する者（法人の理事長など。権限が委任されている場合は受
任者である施設長等）が発行した証明書任者である施設長等）が発行した証明書任者である施設長等）が発行した証明書任者である施設長等）が発行した証明書であることが必要です。 

２ 記載内容を訂正する場合は、必ず証明権限を有する者の印を押して訂正してください。修正液
で訂正したものは、実務経験証明書として無効となりますので注意してください。 

３ 実務経験証明書の内容を受験申込者が転記しますので、封筒に厳封しないでください。 

 

 実務経験証明書の項目 記入要領 

① 
法人等の所在地・ 

名称・代表者 
・代表者氏名に職名を付し、職印（代表者印）を押印してください。 

② 
証明書作成者 

職･氏名 

・実務経験証明書を作成した者の職・氏名と連絡先電話番号を記入して

ください。 

③ 証明日 ・実務経験証明書の発行日を記入してください。 

④ 証明区分 
・実務経験を証明する日以降に見込まれる勤務期間を含めて証明する

場合は、「見込」を「○」で囲んでください。 

⑤ 現在の勤務状況 ・いずれかを「○」で囲んでください。 

⑥ 氏名 

・証明を受ける者の勤務当時の氏名を記入してください。 

※改姓により申込書と証明書の氏名が異なるときは、戸籍抄本（原本）

が必要です。 

⑦ 施設・事業所名 

・社会福祉法人○○会老人デイサービスセンター○○園、㈱○○新潟支

店など、正式な名称を記入してください。 

・同一法人において、2 ヶ所以上の事業所等に勤務した場合や従事する

業務が変わった場合については、A、B 欄に旧い順からそれぞれ記入し

てください。 

⑧ 施設・事業所の種別 
・18 ページ【別表３】勤務先種別コードの「コード」及び「施設種別」

を記入してください。 

⑨ 業務コード 

・14～17 ページの【別表１】又は【別表２】の業務コードを記入してく

ださい。 

（実務経験証明書下欄の「（注）業務コード欄の記入方法」参照） 

⑩ 業務内容 
・証明を受ける者が従事している、又は従事していた業務の内容を具体

的に記載してください。 
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 実務経験証明書の項目 記入要領 

⑪ 業務従事期間 

・証明を受ける者が、要援護者に対する直接的な対人援助業務を行って

いた期間を記入してください。 

※ 直接的な対人援助ではない業務（教育業務、研究業務、営業、

事務等）を行っている期間は、実務経験には含まれません。 

・常勤、非常勤、パート等の勤務形態は問いません。 

＜留意事項＞ 

① 業務従事期間の終期は、証明に係る業務を離れた日を記載してくだ

さい。 

② 現在も引き続き証明に係る業務に従事している場合は、従事期間の

終期は証明日としてください。 

③ 産前産後休暇は業務従事期間に含むことができますが、育児休

業、病気休業等は含めることができません。 

※ これらの休業期間は、「従事期間のうち休業等の期間」欄に記

入してください。 

④ 証明区分を「見込」とする場合は、受験要件を満たす最短の見込

業務従事期間を記載してください。 

※ 見込みでの実務経験が認められる期間は、令和5 年 10 月 7日
(土)までです。 

※「見込」証明書として提出した受験者は、10 月 31 日(火)まで
に実務経験証明書（証明区分「確定済」）を改めて簡易書留に

て提出してください。 

⑤ 法定資格に基づく業務については、法定資格登録（免許）証に記

載された資格登録(免許交付)日以降の｢従事期間｣及び｢実従事日数｣

を記載してください。 

【例】平成 16年 4 月 1日に就職(一般病棟で看護補助業務に従事） 

     ↓ 

平成 18 年 4月 18 日に看護師免許交付（看護師業務に従事） 

※ この場合、平成 18年 4 月 18 日以降の従事期間及び実従事日数を 

記載してください。 
 

⑫ うち実従事日数 

・就業期間内において実際に業務に従事した日数(休日、休暇、病気休

暇、研修、休職等で業務に従事しなかった日数を除いた日数)を記載

してください。 

＜留意事項＞ 

① ｢実従事日数」の日換算は、1 日の勤務時間が短い場合であって

も 1 日勤務したものと見なします。勤務表等に基づいた実際の勤

務日数を記載してください。 

② 1 日に 2 カ所で業務に従事した場合でも、従事日数は 1 日となり

ます。 

③ 正確な業務従事日数を証明できない場合は、次の日数を勤務日数

として取り扱うことができます。 

1 年間の勤務日数＝年間勤務日数－年間有給休暇取得可能日数 

・年間勤務日数：就業規則等で定められた通常勤務する日数 

・年間有給休暇取得可能日数：有給休暇取得の有無にかかわらず、

取得することができる最長の日数 
 

⑬ 
従事期間のうち 

休業等の期間 

・産前産後休暇又は育児休業、病気休業等による休業期間がある場合

に記入してください。 
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その他の留意事項 

・勤務していた施設、病院、事業所等が既に廃止している場合や業務に従事した時期が古く証明が

できない場合 

⇒ 原則として、その期間は業務従事期間として算定されません。 

・当該証明に代わるものとして、給与明細書、雇用契約書等があり、実務経験の有無を確認できる

場合は、県社協に相談してください。 

・現在は受験資格に係る業務に従事していなくても、過去に就業した経験があり、その業務従事期間

が受験要件を満たす場合は受験できますので、過去に就業した施設等で証明を受けてください。 

・複数の勤務先で業務に従事した経験を通算する場合 

⇒ 勤務先ごとに実務経験の証明を受けてください。 

（実務経験証明書の用紙はコピー(Ａ4 判)するか、県社協ホームページからダウンロードして

ください。） 

・法人立の病院又は施設等の長が受験する場合 

⇒ 法人の代表者が実務経験を証明してください。 

・法人立(ひとり法人)の診療所等で、実務経験証明書の証明者と被証明者(受験者本人) 

及び法人の代表者が同一である場合 

⇒ 開業許可書、認可書、届出書、業務委託契約書等の写しを添付するか、又は 

開設確認書(様式 11)により保健所でその旨証明を受け、添付してください。 

・開業許可書等の写しを添付する場合は、それらの書類に証明者の氏名が明記されていなければなり

ません。 

・法人格を持たない診療所、施術所又は事業所等であって、証明者と被証明者(受験者本人)が同一の

場合 

⇒ 開業許可書、認可書、届出書、業務委託契約書等の写し、または開設確認書(様式 11)など、

証明者本人の身分を客観的に証明する書類が必要です。 

 

＜注意＞注意＞注意＞注意＞ 

・受験申込み時に「見込」による実務従事期間・従事日数を含めて実務経験証明書を提出している場

合、「確定済」の実務経験証明書の提出が必要となります。令和５年 10 月 31 日（火）までに提出さ

れなかった場合は、受験資格を満たさなかったものとして、介護支援専門員実務研修試験の受験そ

のものが無効となりますので、条件が満たされ次第、速やかに提出してください。 

 

・受験申込みに当たって虚偽又は不正があった場合及び受験中の不正行為が判明した場合は新潟

県介護支援専門員実務研修受講試験の受験は無効となります。 

また、試験結果通知後これらが判明した場合は、試験結果が合格であっても取り消します。 
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様式５ 
証明書が複数枚必要な方は、本様式をコピーして使用してください。    

実 務 経 験 証 明 書実 務 経 験 証 明 書実 務 経 験 証 明 書実 務 経 験 証 明 書    
    

社会福祉法人新潟県社会福祉協議会長 様 
 
 

法 

人 

等 

所 在 地 

名 称 

代 表 者 
（職名・氏名） 

〒９５０９５０９５０９５０－０９６５０９６５０９６５０９６５ 
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証明書作成者 

所属役職等・氏名 認印 

総務課係長 越佐 次郎総務課係長 越佐 次郎総務課係長 越佐 次郎総務課係長 越佐 次郎 
 

 
※施設・事業所等の長が証明できるのは、証明権限のある者（法人の理事長等）から証明権限が委任されている場合に限ります。 

 

下記の者の実務経験は、以下のとおりで 下記の者の実務経験は、以下のとおりで 下記の者の実務経験は、以下のとおりで 下記の者の実務経験は、以下のとおりで 

あることを証明します。あることを証明します。あることを証明します。あることを証明します。 

証明日 令和 ５５５５    年 ６６６６    月 20202020    日 証明区分 確定済 ・ 見込 

現在の勤務状況 勤務中 ・ 退職又は受験対象外業務に従事 

内 訳（勤務の旧い順に A欄から記載してください。） 

フ リ ガ ナ ニイガタ  ハナコ ニイガタ  ハナコ ニイガタ  ハナコ ニイガタ  ハナコ 生 年 月 日 
昭和 

平成 55555555    年 4444    月 28282828    日 

氏 名 新潟 花子新潟 花子新潟 花子新潟 花子    
業務従事年月(Ａ＋B) 5 5 5 5 年 0 0 0 0 ヶ月 

うち実従事日数(a＋b) 1,075 1,075 1,075 1,075 日間 

内 訳（勤務の旧い順に A欄から記載してください。） 

Ａ 
欄 

施設・事業所名 
 社会福祉法人○○会 

特別養護老人ホーム ○○園 

施設･事業所の種別【別表３】 
コード 施設種別 

0000    1111    介護老人福祉施設 

職種又は職名  介護職員（介護福祉士） 
法定資格コード【別表１】 2222    0000    

業務コード【別表２】 2222    0000    4444    

業 務 内 容 
(具体的業務内容を記載)  高齢者・要援護者等の入浴・食事の介助及びその他の介護 

業務従事期間 

昭和 

平成 

令和 

      昭和 

平成 

令和 

      年月Ａ 
1 ヶ月未満切り捨て 
育休・病休等は含めない 2222    年 0000    ヶ月 

29292929    年 6666    月 15151515    日～ 1111    年 6666    月 14141414    日 うち実従事日数 a 400 400 400 400 日間 

従事期間のうち 

休業等の期間 

①産前産後休暇 昭和･平成･令和 1111    年 3333    月 9999    日 ～ 昭和･平成･令和 1111    年 6666    月 14141414    日 

②育休・病休等 昭和･平成･令和 1111    年 6666    月 15151515    日 ～ 昭和･平成･令和 2222    年 6666    月 14141414    日 
 

Ｂ 
欄 

施設・事業所名 
 社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人○○○○○○○○会 会 会 会 

老人老人老人老人デイサービスセンター デイサービスセンター デイサービスセンター デイサービスセンター ○○○○○○○○園園園園 

施設･事業所の種別【別表３】 
コード 施設種別 

0000    8888    老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

職種又は職名  生活相談員生活相談員生活相談員生活相談員（社会福祉士） 
法定資格コード【別表１】 1111    9999    

業務コード【別表２】             

業 務 内 容 
(具体的業務内容を記載)  相談援助業務相談援助業務相談援助業務相談援助業務 

業務従事期間 

昭和 

平成 

令和 

      昭和 

平成 

令和 

      年月 B 
1 ヶ月未満切り捨て 
育休・病休等は含めない 3333    年 0000    ヶ月 

2222    年 6666    月 15151515    日～ 5555    年 6666    月 20202020    日 うち実従事日数 b 675 675 675 675 日間 

従事期間のうち 

休業等の期間 

①産前産後休暇 昭和･平成･令和     年     月     日 ～ 昭和･平成･令和  年     月     日 

②育休・病休等 昭和･平成･令和     年     月     日 ～ 昭和･平成･令和  年     月     日 
      

    
・証明区分を「見込」として提出する場合は、受験要件を満たす最短の見込従事期間最短の見込従事期間最短の見込従事期間最短の見込従事期間を記載してください（受験要件より長い従事期間を見込む必要はありません） 

・記載を誤った場合は、二重線で消し、必ず証明権限を有する方の職印「長の印」証明権限を有する方の職印「長の印」証明権限を有する方の職印「長の印」証明権限を有する方の職印「長の印」で訂正してください（修正液等の使用による訂正は無効）。

（注）業務コード欄の記入方法（注）業務コード欄の記入方法（注）業務コード欄の記入方法（注）業務コード欄の記入方法    

・法定資格に基づく業務の場合 → 法定資格コード（業務コード）【別表１】を右づめで記入 

・別に定める【別表２】相談援助業務の場合 → 相談援助業務の業務コード【別表２】を記入 

①
② 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③
④ 

⑤ 
 
 
 
 
 
 
 

⑥ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑦
⑧ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑨ 
 
 

⑩ 
 
 
 
 
 
 

⑪
⑫ 

 
 
 

⑬ 

記載 
要領 

この書類は、事業者が作成する書類です 

証明区分を「見込」とする場合は、証明区分を「見込」とする場合は、証明区分を「見込」とする場合は、証明区分を「見込」とする場合は、10101010月月月月 31313131日日日日
までに「確定済」の証明書を改めて提出するまでに「確定済」の証明書を改めて提出するまでに「確定済」の証明書を改めて提出するまでに「確定済」の証明書を改めて提出する    

資格登録（免許交付）日以降資格登録（免許交付）日以降資格登録（免許交付）日以降資格登録（免許交付）日以降    

※注意！※注意！※注意！※注意！    「通所介護事業所における生活相談員」の業務は、業務「通所介護事業所における生活相談員」の業務は、業務「通所介護事業所における生活相談員」の業務は、業務「通所介護事業所における生活相談員」の業務は、業務
コードコードコードコード 20202020介護福祉士の資格に基づく業務には該当しません介護福祉士の資格に基づく業務には該当しません介護福祉士の資格に基づく業務には該当しません介護福祉士の資格に基づく業務には該当しません    

・現在も引き続き証明に係る業務に従事している場合・現在も引き続き証明に係る業務に従事している場合・現在も引き続き証明に係る業務に従事している場合・現在も引き続き証明に係る業務に従事している場合
は、従事期間の終期は証明日を記入は、従事期間の終期は証明日を記入は、従事期間の終期は証明日を記入は、従事期間の終期は証明日を記入    

・「見込」の場合は、・「見込」の場合は、・「見込」の場合は、・「見込」の場合は、10101010月７日まで期間参入が可能月７日まで期間参入が可能月７日まで期間参入が可能月７日まで期間参入が可能    

※整理番号※整理番号※整理番号※整理番号（この欄には記入しないでください） 

記載例 

職

印 

P.24P.24P.24P.24の「証明権限を有する代表者にの「証明権限を有する代表者にの「証明権限を有する代表者にの「証明権限を有する代表者に
関する留意事項」１を確認する関する留意事項」１を確認する関する留意事項」１を確認する関する留意事項」１を確認する    

社
会
福
祉 

法人
○
○
会 

理
事
長
印 

越
佐
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◇ 特別措置適用申請書（様式６） 

・身体障害等により、受験の際何らかの配慮を必要とする受験申込者のみ提出してください。 

・この申請書に基づき、受験申込者の障害等に応じた受験上の便宜を図るものですので、身体障

害等があっても、特に配慮を必要としない場合は申請書の提出は不要です。 

・特別措置を適用することが決定した場合は、決定通知書を送付します。 

 
申請書裏面の作成上の注意を参考に記入してください。 

 

◇ 診断・意見書（様式７～10） 

・特別措置適用申請書を提出しようとする受験申込者は、必ずこの診断・意見書を提出してくだ

さい。記載された事項を審査するために必要です。 

 
１ 診断・意見書(様式７～10)を医師から作成してもらってください。 

２ 身体障害者手帳の交付を受けている者は、診断・意見書に代えて身体障害者手帳の写し 

(Ａ４判)を添付することができます。 
 

◇ 開設確認願(書)（様式 11） 

・診療所、助産所、薬局及び施術所の長が受験しようとする場合、実務経験証明書の証明者が診

療所等の代表者であること、及び開設期間について証明するものです。 

 
開設確認願の記入上の注意に従って本人が記入し、その内容について保健所長の確認を受け

てください。 

 

◇ 在職証明書（様式 12） 

・在職証明書は、受験申込時に勤務地が新潟県にあることを証明する書類で、これによって受験

地が新潟県になることを確認します。 

・受験資格に係る業務に従事している者で、現勤務先の実務経験証明書を提出しない場合（「受験

区分 4」で実務経験証明書の提出を省略する場合や以前の勤務先の実務経験証明書のみを提出

する場合など）に、在職証明書の提出が必要となります。 

・なお、受験申込の時点で、受験資格に係る業務に従事していない場合（無職の場合を含む）

は、住民票を提出してください。 
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「介護支援専門員実務研修受講試験の試験問題出題範囲」 

介護保険法別表の科目介護保険法別表の科目介護保険法別表の科目介護保険法別表の科目    区分 区分 区分 区分 大項目 大項目 大項目 大項目 中項目 中項目 中項目 中項目 小項目 小項目 小項目 小項目 

一 この法律その他関係
法令に関する科目 

1．基本視点 1．介護保険制度導入
の背景 

1 高齢化の進展と高齢者を取り巻く状
況の変化 

1 長寿・高齢化の進展 
2 高齢化の進展に伴う要介護高齢者の増加 
3 介護の長期化・重度化 
4 家族の介護機能の低下 
5 個人の人生にとっての介護問題 
6 家族にとっての介護問題 
7 社会にとっての介護問題 

2 従来の制度の問題点 1 老人福祉制度 
2 老人医療制度 
3 制度間の不整合 

3 社会保険方式の意義 1 我が国の社会保障制度のあり方 
2 給付と負担の関係の明確性 
3 利用者の選択の尊重 

4 介護保険制度創設のねらい 1 介護という新たな課題への対応 
2 効率的、公平な制度の創設 
3 サービス利用者の立場に立った制度体系 
4 民間活力の活用 
5 高齢者の被保険者としての位置づけ 

2．介護保険と介護支
援サービス 

― ― 

2．介護保険制度論 1．介護保険制度論 1 介護保険制度の目的等 1 社会保障、社会保険、介護保険の体系 
2 医療保障の体系 
3 高齢者の保健・医療・福祉の体系 
4 介護保険制度の目的 
5 保険事故と保険給付の基本的理念 
6 国民の努力および義務 

2 保険者及び国、都道府県の責務等 1 保険者 
2 保険者の事務 
3 介護保険の会計 
4 条例 
5 国の責務、事務 
6 都道府県の責務、事務 
7 医療保険者および年金保険者の事務 
8 審議会 

3 被保険者 1 被保険者の概念 
2 強制適用 
3 被保険者の資格要件 
4 住所認定の基準 
5 適用除外 
6 資格取得の時期 
7 資格喪失の時期 
8 届出 
9 住所地特例 
10 被保険者証 

4 保険給付の手続・種類・内容 1 要介護認定および要支援認定 
2 要介護認定等の手続 
3 介護認定審査会 
4 保険給付通則 
5 保険給付の種類 
6 保険給付の内容 
7 介護報酬 
8 支給限度額 
9 現物給付 
10 審査・支払い 
11 利用者負担 
12 保険給付の制限 

5 事業者及び施設 
(人員、施設及び設備並びに運営に
関する基準を含む。) 

1 指定居宅サービス事業者 
2 指定居宅介護支援事業者 
3 介護支援専門員 
4 指定介護予防サービス事業者 
5 指定介護予防支援事業者 
6 指定地域密着型サービス事業者 
7 指定地域密着型介護予防サービス事業者 
8 基準該当サービスの事業者 
9 離島等における相当サービスの事業者 
10 介護保険施設 

6 介護保険事業計画 1 基本指針 
2 老人保健福祉計画、医療計画との関係 
3 市町村介護保険事業計画 
4 都道府県介護保険事業支援計画 

7 保険財政 1 財政構造 
2 事務費 
3 その他の補助 
4 第 1 号被保険者に係る保険料 
5 介護給付費交付金および介護給付費納付金 
6 第 2 号被保険者に係る保険料 
7 支払基金の業務 

8 財政安定化基金等 
  

1 財政安定化基金事業 
2 市町村相互財政安定化事業 

9 地域支援事業 1 介護予防・日常生活支援総合事業等 
2 包括的支援事業 
3 その他の事業 
4 財源構成 

10 介護サービス情報の公表 1 介護サービス情報の公表の内容 
2 指定調査機関 
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介護保険法別表の科目介護保険法別表の科目介護保険法別表の科目介護保険法別表の科目    区分 区分 区分 区分 大項目 大項目 大項目 大項目 中項目 中項目 中項目 中項目 小項目 小項目 小項目 小項目 

3 指定情報公表センター 
11 国民健康保険団体連合会の介護保

険事業関係業務 
1 審査・支払い 
2 給付費審査委員会 
3 苦情処理等の業務 
4 第三者行為求償事務 
5 その他の業務 

12 審査請求 1 概説 
2 審査請求ができる事項 
3 介護保険審査会 
4 委員 
5 審理裁決を扱う合議体 
6 専門調査員 
7 訴訟との関係 

13 雑則 1 報告の徴収等 
2 先取特権の順位 
3 時効等 
4 資料の提供等 

14 検討規定(附則) ― 

一 この法律その他関係
法令に関する科目 

  11 国民健康保険団体連合会の介護保
険事業関係業務 

1 審査・支払い 
2 給付費審査委員会 
3 苦情処理等の業務 
4 第三者行為求償事務 
5 その他の業務 

12 審査請求 1 概説 
2 審査請求ができる事項 
3 介護保険審査会 
4 委員 
5 審理裁決を扱う合議体 
6 専門調査員 
7 訴訟との関係 

13 雑則 1 報告の徴収等 
2 先取特権の順位 
3 時効等 
4 資料の提供等 

14 検討規定(附則) ― 

二 居宅サービス計画、
施設サービス計画及
び介護予防サービス
計画に関する科目 

3．ケアマネジメン
ト機能論 

1 ケアマネジメント
機能論 

1 介護保険制度におけるケアマネジメ
ント 

1 介護保険におけるケアマネジメントの定義と
必要性 

2 介護保険におけるケアマネジメント機能の位
置づけ 

3 介護保険でのサービス利用手続きの全体構造
と介護支援サービス 

2 ケアマネジメントの基本的理念、意
義等 

1 要介護者等とその世帯の主体性尊重の仕組み 
2 自立支援、多様な生活を支えるサービスの視

点 
3 家族(介護者)への支援の必要性 
4 保健・医療・福祉サービスを統合したサービ

ス調整の視点 
5 サービスの展開におけるチームアプローチの

視点 
6 適切なサービス利用(効果性、効率性)の視点 
7 保健・医療・福祉サービス(保険給付サービ

ス等)とインフォーマルサポートを統合する
社会資源調整の視点 

3 介護支援専門員の基本姿勢 ― 
4 介護支援専門員の役割・機能 1 利用者本位の徹底 

2 チームアプローチの実施―総合的判断と協働 
3 居宅サービス計画に基づくサービス実施状況

のモニタリングと計画の修正 
4 サービス実施体制におけるマネジメントの情

報提供と秘密保持 
5 信頼関係の構築 
6 社会資源の開発 

5 ケアマネジメントの記録 ― 
2．介護支援サービス

方法論 
1 居宅介護支援サービスの開始過程 ― 

2 居宅サービス計画作成のための課題
分析 

― 

3 居宅サービス計画作成指針 ― 
4 モニタリングおよび居宅サービス計

画での再課題分析 
― 

3．介護予防支援サー
ビス方法論 

1 介護予防支援サービスの開始過程 ― 
2 介護予防サービス計画作成のための

課題分析 
― 

3 介護予防サービス計画作成指針 ― 

4 モニタリングおよび介護予防サービ
ス計画での再課題分析 

― 

4．施設介護支援サー
ビス方法論 

1 施設介護支援サービスの開始過程 ― 
2 施設サービス計画作成のための課題

分析 
― 

3 施設サービス計画作成指針 ― 
4 モニタリングおよび施設サービス計

画での再課題分析 
― 

三 介護給付等対象サー
ビスその他の保健医
療サービス及び福祉
サービスに関する科
目 

4．高齢者支援展開
論(高齢者介護
総論) 

1．総論Ⅰ 医学編 1 高齢者の身体的・精神的な特徴と高
齢期に多い疾病および障害 

1 高齢者の身体的・精神的・心理的特徴 
2 高齢者に起こりやすい疾病および障害の特徴 
3 高齢者に多くみられる各種の疾患 

2 バイタルサインの正確な観察・測
定、解釈・分析 

1 全身の観察とバイタルサイン 
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2 バイタルサインの正しい観察・測定方法とポ
イント 

3 検査の意義およびその結果の把握、
患者指導 

1 検査値の変動について 
2 検査各論 

4 介護技術の展開 1 身体介護と家事援助の関連 
2 食事の介護 
3 排泄および失禁の介護 
4 褥瘡への対応 
5 睡眠の介護 
6 清潔の介護 
7 口腔のケア 

5 ケアにおけるリハビリテーション 1 リハビリテーションの考え方 
2 リハビリテーションの基礎知識 
3 リハビリテーションの実際(訓練と援助の実

際) 
6 認知症高齢者の介護 1 老人性認知症の特徴、病態 

2 認知症高齢者・家族への援助と介護支援サー
ビス 

7 精神に障害のある場合の介護 1 高齢者の精神障害 
2 精神に障害のある高齢者の介護 

8 医学的診断・治療内容・予後の理解 1 医学的診断の理解 
2 治療内容の理解 
3 予後の理解 

9 現状の医学的問題、起こりうる合併
症、医師、歯科医師への連絡・情報
交換 

1 現状の医学的問題のとらえ方 
2 起こりうる合併症の理解 
3 医師、歯科医師への連絡・情報交換 

10 栄養・食生活からの支援・介護 1 人間らしい栄養・食生活とは 
2 栄養・食生活からの介護の手順 
3 望ましい栄養・食生活をめざして提示されて

いる食生活指針等 

11 呼吸管理、その他の在宅医療管理 1 呼吸管理の考え方 
2 その他の在宅医療管理 

12 感染症の予防 1 感染症の種類と特徴 
2 起こりやすい感染症の予防と看護・介護 

13 医療器具を装着している場合の留
意点 

1 在宅酸素療法(HOT) 
2 気管内挿管 
3 人工呼吸器 
4 腹膜透析 
5 在宅中心静脈栄養法 
6 内視鏡的胃瘻造設術(PEG) 
7 ペースメーカー 

14 急変時の対応 1 高齢者救急疾患の病態上の特徴 
2 主な急変時の対応 
3 在宅看護・介護で遭遇しやすい急変 

15 健康増進・疾病障害の予防 1 基本理念 
2 生活習慣病の予防 
3 がん 
4 循環器疾患 
5 糖尿病 
6 骨粗しょう症 
7 21 世紀における国民健康づくり運動(健康日

本 21) 

2．総論Ⅱ 福祉編 1 基礎相談・面接技術 1 基本姿勢 
2 コミュニケーションの知識と技術 
3 インテークワーク技術 
4 隠されたニーズの発見 

2 ソーシャルワークとケアマネジメン
ト(介護支援サービス) 

― 

3 ソーシャルワーク(社会福祉専門援
助技術)の概要 

1 個別援助技術(ソーシャルケースワーク) 
2 集団援助技術(ソーシャルグループワーク) 
3 地域援助技術(コミュニティワーク) 

4 接近困難事例への対応 1 援助困難事例への対応 
2 接近困難事例と問題状況の分類 
3 接近困難事例の理解とアプローチ 

3．総論Ⅲ 臨死編 1 チームアプローチの必要性および各
職種の役割 

― 

2 高齢者のターミナルケアの実際、家
族へのケア 

1 事例の概要 
2 在宅での看取りの成立条件 
3 在宅ホスピスにおける症状緩和 
4 死の教育 
5 在宅ホスピスと QOL 

3 死亡診断 1 死亡に医師が立ち会っているとき 
2 医師が立ち会っていないとき 
3 精神面からみたターミナルケア 

5．高齢者支援展開
論(居宅サービ
ス事業各論) 

1．訪問介護方法論 1 訪問介護の意義・目的 ― 

2 訪問介護サービス利用者の特性 ― 
3 訪問介護の内容・特徴 ― 

4 介護支援サービスと訪問介護 ― 
2．訪問入浴介護方法

論 
1 訪問入浴介護の意義・目的 ― 
2 訪問入浴介護利用者の特性 ― 

3 訪問入浴介護の内容・特徴 ― 
4 介護支援サービスと訪問入浴介護 ― 

3．訪問看護方法論 1 訪問看護の意義・目的 ― 
2 訪問看護サービス利用者の特性 ― 

3 訪問看護の内容・特徴 ― 
4 介護支援サービスと訪問看護 ― 
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4．訪問リハビリテー
ション方法論 

1 訪問リハビリテーションの意義・目
的 

― 

2 訪問リハビリテーションサービス利
用者の特性 

― 

3 訪問リハビリテーションの内容・特
徴 

― 

4 介護支援サービスと訪問リハビリテ
ーション 

― 

5．居宅療養管理指導
方法論 

1 医学的管理サービスの意義・目的 ― 

2 医学的管理サービス利用者の特性 ― 
3 介護支援サービスと医学的管理サー

ビス 
― 

4 口腔管理―歯科衛生指導の意義・目
的 

― 

5 口腔管理―歯科衛生指導利用者の特
性 

― 

6 介護支援サービスと口腔管理―歯科
衛生指導 

― 

7 薬剤管理指導の意義・目的 ― 
8 薬剤管理指導利用者の特性 ― 

9 介護支援サービスと薬剤管理指導 ― 
6．通所介護方法論 1 通所介護の意義・目的 ― 

2 通所介護サービス利用者の特性 ― 
3 通所介護の内容・特徴 ― 

4 介護支援サービスと通所介護 ― 
7．通所リハビリテー

ション方法論 
1 通所リハビリテーションの意義・目

的 
― 

2 通所リハビリテーションサービス利
用者の特性 

― 

3 通所リハビリテーションの内容・特
徴 

― 

4 介護支援サービスと通所リハビリテ
ーション 

― 

8．短期入所生活介護
方法論 

1 短期入所生活介護の意義・目的 ― 
2 短期入所生活介護サービス利用者の

特性 
― 

3 短期入所生活介護の内容・特徴 ― 
4 介護支援サービスと短期入所生活介

護 
― 

9．短期入所療養介護
方法論 

1 短期入所療養介護の意義・目的 ― 

2 短期入所療養介護サービス利用者の
特性 

― 

3 短期入所療養介護の内容・特徴 ― 
4 介護支援サービスと短期入所療養介

護 
― 

10．特定施設入居者
生活介護方法論 

1 特定施設入居者生活介護の意義・目
的 

― 

2 特定施設入居者生活介護サービス利
用者の特性 

― 

3 特定施設入居者生活介護の内容・特
徴 

― 

4 介護支援サービスと特定施設入居者
生活介護 

― 

11．福祉用具及び住
宅改修方法論 

1 福祉用具の意義・目的 ― 
2 福祉用具利用者の特性および福祉用

具の機能、使用法 
― 

3 福祉用具の内容・特徴 ― 

4 介護支援サービスと福祉用具 ― 
5 住宅改修の意義・目的 ― 

6 住宅改修利用者の特性および住宅改
修の機能、使用法 

― 

7 住宅改修の内容・特徴 ― 
8 介護支援サービスと住宅改修 ― 

6．高齢者支援展開
論(地域密着型
サービス事業
各論) 

1．定期巡回・随時対
応型訪問介護看
護方法論 

1 定期巡回・随時対応型訪問介護看護
の意義・目的 

― 

2 定期巡回・随時対応型訪問介護看護
の利用者の特性 

― 

3 定期巡回・随時対応型訪問介護看護
の内容・特徴 

― 

2．夜間対応型訪問介
護方法論 

1 夜間対応型訪問介護の意義・目的 ― 

2 夜間対応型訪問介護の利用者の特性 ― 

3 夜間対応型訪問介護の内容・特徴 ― 
3．地域密着型通所介

護方法論 
1 地域密着型通所介護の意義・目的 ― 

2 地域密着型通所介護の利用者の特性 ― 

3 地域密着型通所介護の内容・特徴 ― 

4. 認知症対応型通所
介護方法論 

1 認知症対応型通所介護の意義・目的 ― 

2 認知症対応型通所介護の利用者の特
性 

― 

3 認知症対応型通所介護の内容・特徴 ― 

5．小規模多機能型居
宅介護方法論 

1 小規模多機能型居宅介護の意義・目
的 

― 

2 小規模多機能型居宅介護の利用者の
特性 

― 
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3 小規模多機能型居宅介護の内容・特
徴 

― 

6．認知症対応型共同
生活介護方法論 

1 認知症対応型共同生活介護の意義・
目的 

― 

2 認知症対応型共同生活介護の利用者
の特性 

― 

3 認知症対応型共同生活介護の内容・
特徴 

― 

7．地域密着型特定施
設入居者生活介
護方法論 

1 地域密着型特定施設入居者生活介護
の意義・目的 

― 

2 地域密着型特定施設入居者生活介護
の利用者の特性 

― 

3 地域密着型特定施設入居者生活介護
の内容・特徴 

― 

8．地域密着型介護老
人福祉施設入所
者生活介護方法
論 

1 地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護の意義・目的 

― 

2 地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護の利用者の特性 

― 

3 地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護の内容・特徴 

― 

9．複合型サービス方
法論 

1 複合型サービスの意義・目的 ― 
2 複合型サービスの利用者の特性 ― 

3 複合型サービスの内容・特徴 ― 
7．高齢者支援展開

論(介護予防サ
ービス事業各
論) 

 

1．介護予防訪問入浴
介護方法論 

1 介護予防訪問入浴介護の意義・目的 ― 

2 介護予防訪問入浴介護利用者の特性 ― 
3 介護予防訪問入浴介護の内容・特徴 ― 
4 介護予防支援サービスと介護予防訪

問入浴介護 
― 

2．介護予防訪問看護
方法論 

1 介護予防訪問看護の意義・目的 ― 

2 介護予防訪問看護サービス利用者の
特性 

― 

3 介護予防訪問看護の内容・特徴 ― 
4 介護予防支援サービスと介護予防訪

問看護 
― 

3．介護予防訪問リハ
ビリテーション
方法論 

1 介護予防訪問リハビリテーションの
意義・目的 

― 

2 介護予防訪問リハビリテーションサ
ービス利用者の特性 

― 

3 介護予防訪問リハビリテーションの
内容・特徴 

― 

4 介護予防支援サービスと介護予防訪
問リハビリテーション 

― 

4．介護予防居宅療養
管理指導方法論  

1 医学的管理サービスの意義・目的 ― 
2 医学的管理サービス利用者の特性 ― 
3 介護予防支援サービスと医学的管理

サービス 
― 

4 口腔管理―歯科衛生指導の意義・目
的 

― 

5 口腔管理―歯科衛生指導利用者の特
性 

― 

6 介護予防支援サービスと口腔管理―
歯科衛生指導 

― 

7 薬剤管理指導の意義・目的 ― 

8 薬剤管理指導利用者の特性 ― 
9 介護予防支援サービスと薬剤管理指

導 
― 

5．介護予防通所リハ
ビリテーション方
法論 

1 介護予防通所リハビリテーションの
意義・目的 

― 

2 介護予防通所リハビリテーションサ
ービス利用者の特性 

― 

3 介護予防通所リハビリテーションの
内容・特徴 

― 

4 介護予防支援サービスと介護予防通
所リハビリテーション 

― 

6．介護予防短期入所
生活介護方法論 

1 介護予防短期入所生活介護の意義・
目的 

― 

2 介護予防短期入所生活介護サービス
利用者の特性 

― 

3 介護予防短期入所生活介護の内容・
特徴 

― 

4 介護予防支援サービスと介護予防短
期入所生活介護 

― 

7．介護予防短期入所
療養介護方法論 

1 介護予防短期入所療養介護の意義・
目的 

― 

2 介護予防短期入所療養介護サービス
利用者の特性 

― 

3 介護予防短期入所療養介護の内容・
特徴 

― 

4 介護予防支援サービスと介護予防短
期入所療養介護 

― 

8．介護予防特定施設
入居者生活介護
方法論 

1 介護予防特定施設入居者生活介護の
意義・目的 

― 

2 介護予防特定施設入居者生活介護サ
ービス利用者の特性 

― 

3 介護予防特定施設入居者生活介護の
内容・特徴 

― 
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4 介護予防支援サービスと介護予防特
定施設入居者生活介護 

― 

9．介護予防福祉用具
及び介護予防住
宅改修方法論 

1 介護予防福祉用具の意義・目的 ― 
2 介護予防福祉用具利用者の特性およ

び介護予防福祉用具の機能、使用法 
― 

3 介護予防福祉用具の内容・特徴 ― 

4 介護予防支援サービスと介護予防福
祉用具 

― 

5 介護予防住宅改修の意義・目的 ― 
6 介護予防住宅改修利用者の特性およ

び介護予防住宅改修の機能、使用法 
― 

7 介護予防住宅改修の内容・特徴 ― 
8 介護予防支援サービスと介護予防住

宅改修 
― 

8．高齢者支援展開
論(地域密着型介護
予防サービス事業各
論) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1. 介護予防認知症応
型通所介護方法
論 

 
 
  

1 介護予防認知症対応型通所介護の意
義・目的 

― 

2 介護予防認知症対応型通所介護の利
用者の特性 

― 

3 介護予防認知症対応型通所介護の内
容・特徴 

― 

2. 介護予防小規模多
機能型居宅介護方
法論 

 
 
  

1 介護予防小規模多機能型居宅介護の
意義・目的 

― 

2 介護予防小規模多機能型居宅介護の
利用者の特性 

― 

3 介護予防小規模多機能型居宅介護の
内容・特徴 

― 

3. 介護予防認知症対
応型共同生活介護
方法論 

 
 
  

1 介護予防認知症対応型共同生活介護
の意義・目的 

― 

2 介護予防認知症対応型共同生活介護
の利用者の特性 

― 

3 介護予防認知症対応型共同生活介護
の内容・特徴 

― 

9.高齢者支援展開論
(介護保険施設各論) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1. 指定介護老人福祉
施設サービス方法
論 

1 指定介護老人福祉施設の意義・目的 ― 

2 指定介護老人福祉施設サービス利用
者の特性 

― 

3 指定介護老人福祉施設の内容・特徴 ― 

2. 介護老人保健施設
サービス方法論 

1 介護老人保健施設の意義・目的 ― 

2 介護老人保健施設サービス利用者の
特性 

― 

3 指定介護老人保健施設の内容・特徴 ― 

3. 指定介護療養型医
療施設サービス方
法論 

1 指定介護療養型医療施設の意義・目
的 

― 

2 指定介護療養型医療施設サービス利
用者の特性 

― 

3 指定介護療養型医療施設の内容・特
徴 

― 

4 老人性認知症疾患療養病棟の意義・
目的 

― 

5 老人性認知症疾患療養病棟利用者の
特性 

― 

6 老人性認知症疾患療養病棟の特徴・
内容 

― 

4. 介護医療サービス
方法論 

1 介護医療院の意義・目的 ― 
2 介護医療院サービス利用者の特性 ― 

3 介護医療院の内容・特徴 ― 

10.高齢者支援展開
論(社会資源活
用論)  

 
 

1. 公的サービスおよ
びその他の社会資
源導入方法論 

 
 

1 自立支援のための総合的ケアネット
ワークの必要性 

― 

2 社会資源間での機能や役割の相違 ― 

3 フォーマルな分野とインフォーマル
な分野の連携の必要性 

― 

四 要介護認定及び要支
援認定に関する科目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

11.要介護・要支援
認定特論 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. 要介護認定の流れ 
 
 
 
 
 

1 要介護認定基準について ― 
2 認定調査 ― 
3 主治医意見書 ― 

4 一次判定の概略 ― 
5 介護認定審査会における二次判定の

概略 
― 

2. 一次判定の仕組み 
 
 

1 要介護認定等基準期間の推計の考え
方 

― 

2 要介護認定等基準期間の算出方法 ― 

3. 二次判定の仕組み 
 
 
 

1  二次判定の基本的方法 ― 
2 介護認定審査会における審査・判定

の手順 
― 

3 二次判定のポイント ― 

(注)この表に掲げる項目は、介護保険法、関連法令に規定されたもの及びその関連通知で基礎的な知識及び技能を有することの確認のために必要な内容を含むも

のとする。 
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介護支援専門員実務研修受講試験Ｑ＆Ａ 介護支援専門員実務研修受講試験Ｑ＆Ａ 介護支援専門員実務研修受講試験Ｑ＆Ａ 介護支援専門員実務研修受講試験Ｑ＆Ａ 
    

    

介護支援専門員について 介護支援専門員について 介護支援専門員について 介護支援専門員について 

    

Ｑ１. Ｑ１. Ｑ１. Ｑ１. 介護支援専門員とは看護師などと同じような国家（知事）資格ですか。介護支援専門員とは看護師などと同じような国家（知事）資格ですか。介護支援専門員とは看護師などと同じような国家（知事）資格ですか。介護支援専門員とは看護師などと同じような国家（知事）資格ですか。    

Ａ１. 国家（知事）資格ではありません。介護支援専門員とは、要介護者・要支援者からの

相談に応じ、心身の状況等に応じ適切なサービスを受けられるようにサービス事業者

等との連絡調整等を行う者で、要介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助

に関する専門的知識・技術を有するものとして介護支援専門員証の交付を受けた人を

いいます。 
 

 

受験資格について 受験資格について 受験資格について 受験資格について 

 
Ｑ１. 介護職員初任者研修を修了し、訪問介護事業所で訪問介護員として 5 年かつ 900 日勤務しＱ１. 介護職員初任者研修を修了し、訪問介護事業所で訪問介護員として 5 年かつ 900 日勤務しＱ１. 介護職員初任者研修を修了し、訪問介護事業所で訪問介護員として 5 年かつ 900 日勤務しＱ１. 介護職員初任者研修を修了し、訪問介護事業所で訪問介護員として 5 年かつ 900 日勤務し

ました。今年受験することができるでしょうか。 ました。今年受験することができるでしょうか。 ました。今年受験することができるでしょうか。 ました。今年受験することができるでしょうか。 

Ａ１. 受験要件の見直しにより、当該資格のみでの受験はできません。受験要件の見直しの詳細

については、２ページをご確認ください。 

 

Ｑ２. 看護師免許取得後、病院で看護師として 5 年 3 か月、日数では 1,015 日勤務しました。今年Ｑ２. 看護師免許取得後、病院で看護師として 5 年 3 か月、日数では 1,015 日勤務しました。今年Ｑ２. 看護師免許取得後、病院で看護師として 5 年 3 か月、日数では 1,015 日勤務しました。今年Ｑ２. 看護師免許取得後、病院で看護師として 5 年 3 か月、日数では 1,015 日勤務しました。今年

受験することができるでしょうか。 受験することができるでしょうか。 受験することができるでしょうか。 受験することができるでしょうか。 

Ａ２. 国家資格を有し、当該資格に基づき当該資格に係る業務に従事した期間が 5 年以上であ

り、かつ、当該業務に従事した日数が900日以上あるので、受験することができます。 

 

Ｑ３. 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）で生活相談員として 6 年、1,625 日勤務していＱ３. 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）で生活相談員として 6 年、1,625 日勤務していＱ３. 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）で生活相談員として 6 年、1,625 日勤務していＱ３. 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）で生活相談員として 6 年、1,625 日勤務してい

ます。今年受験することができるでしょうか。（保有資格は社会福祉主事のみ） ます。今年受験することができるでしょうか。（保有資格は社会福祉主事のみ） ます。今年受験することができるでしょうか。（保有資格は社会福祉主事のみ） ます。今年受験することができるでしょうか。（保有資格は社会福祉主事のみ） 

Ａ３. 受験要件の【別表２】の相談援助業務に従事する者に該当し、当該業務に従事した期間

が５年以上であり、かつ、当該業務に従事した日数が900日以上あるので、保有資格が社会福

祉主事のみであっても、受験することができます。 

 

Ｑ４. 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に併設されているデイサービス事業所で生活相Ｑ４. 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に併設されているデイサービス事業所で生活相Ｑ４. 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に併設されているデイサービス事業所で生活相Ｑ４. 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に併設されているデイサービス事業所で生活相

談員として 5 年、900 日以上勤務しています。保有資格はありませんので、【別表２】の介護談員として 5 年、900 日以上勤務しています。保有資格はありませんので、【別表２】の介護談員として 5 年、900 日以上勤務しています。保有資格はありませんので、【別表２】の介護談員として 5 年、900 日以上勤務しています。保有資格はありませんので、【別表２】の介護

老人福祉施設の生活相談員として受験することはできませんか。 老人福祉施設の生活相談員として受験することはできませんか。 老人福祉施設の生活相談員として受験することはできませんか。 老人福祉施設の生活相談員として受験することはできませんか。 

Ａ４.  勤務しているデイサービス事業所が、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に併

設されていても、当該デイサービス事業所は【別表２】に定める介護老人福祉施設ではあ

りませんので、介護老人福祉施設における生活相談員として受験することはできません。 

 

Ｑ５. (地域密着型)通所介護事業所の生活相談員として勤務しています。勤務する前から介護福祉Ｑ５. (地域密着型)通所介護事業所の生活相談員として勤務しています。勤務する前から介護福祉Ｑ５. (地域密着型)通所介護事業所の生活相談員として勤務しています。勤務する前から介護福祉Ｑ５. (地域密着型)通所介護事業所の生活相談員として勤務しています。勤務する前から介護福祉

士の資格をもっていますので、この生活相談員としての業務従事期間を介護福祉士の資格に基士の資格をもっていますので、この生活相談員としての業務従事期間を介護福祉士の資格に基士の資格をもっていますので、この生活相談員としての業務従事期間を介護福祉士の資格に基士の資格をもっていますので、この生活相談員としての業務従事期間を介護福祉士の資格に基

づく実務経験とすることはできませんか。 づく実務経験とすることはできませんか。 づく実務経験とすることはできませんか。 づく実務経験とすることはできませんか。 

Ａ５. (地域密着型)通所介護事業所における生活相談員の業務は、介護福祉士の資格に基づく業

務に該当しませんので、実務経験とすることはできません。 
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Ｑ６. 複数の事業者から実務経験（介護福祉士で介護業務に従事）を証明してもらいましたが、Ｑ６. 複数の事業者から実務経験（介護福祉士で介護業務に従事）を証明してもらいましたが、Ｑ６. 複数の事業者から実務経験（介護福祉士で介護業務に従事）を証明してもらいましたが、Ｑ６. 複数の事業者から実務経験（介護福祉士で介護業務に従事）を証明してもらいましたが、

従事年月は 1 月未満を切り捨ててあるので、通算すると 4 年 11 月になってしまいました。従事年月は 1 月未満を切り捨ててあるので、通算すると 4 年 11 月になってしまいました。従事年月は 1 月未満を切り捨ててあるので、通算すると 4 年 11 月になってしまいました。従事年月は 1 月未満を切り捨ててあるので、通算すると 4 年 11 月になってしまいました。

従事日数は 900 日以上ありますが、受験資格は認められませんか。 従事日数は 900 日以上ありますが、受験資格は認められませんか。 従事日数は 900 日以上ありますが、受験資格は認められませんか。 従事日数は 900 日以上ありますが、受験資格は認められませんか。 

Ａ６. 従事期間５年以上について、月の途中の採用や退職、さらには育児休業などによる除算期

間がある場合には、従事期間の日数（うるう日は除外）が 1,825 日（365 日×5 年）以上あ

るか否かで、最終的に判断します。 

1 月未満の日数を加えて合計日数が 1,825 日以上となれば、実務経験証明書の従事年月が

4 年 11 月であっても、従事期間は 5 年以上となりますので、受験資格を満たします。 

 

Ｑ７. 介護福祉士の資格がありますが、特別養護老人ホームで介護士を管理する管理職として働Ｑ７. 介護福祉士の資格がありますが、特別養護老人ホームで介護士を管理する管理職として働Ｑ７. 介護福祉士の資格がありますが、特別養護老人ホームで介護士を管理する管理職として働Ｑ７. 介護福祉士の資格がありますが、特別養護老人ホームで介護士を管理する管理職として働

いています。実務経験となりますか。いています。実務経験となりますか。いています。実務経験となりますか。いています。実務経験となりますか。 

Ａ７. 要援護者に対する直接的な対人援助業務が本来業務として位置づけられている場合は、

管理職であっても実務経験として認められます。直接的な対人援助業務が本来業務ではな

く事務的な管理のみの場合には認められません。実務経験証明書には、業務の内容がわか

るように記入してください。    
 

 

実務経験証明書について 実務経験証明書について 実務経験証明書について 実務経験証明書について 

 
Ｑ１. 過去に受験した受験票と結果通知書を持っています。このいずれかを提出すれば、実務経験Ｑ１. 過去に受験した受験票と結果通知書を持っています。このいずれかを提出すれば、実務経験Ｑ１. 過去に受験した受験票と結果通知書を持っています。このいずれかを提出すれば、実務経験Ｑ１. 過去に受験した受験票と結果通知書を持っています。このいずれかを提出すれば、実務経験

証明書は必要ありませんか。 証明書は必要ありませんか。 証明書は必要ありませんか。 証明書は必要ありませんか。 

Ａ１. 平成 30 年度以降に新潟県で実施した試験の受験票又は結果通知書を提出して受験を申し

込むのであれば、実務経験証明書の提出を省略することができます。 

平成 29 年度試験以前の受験票や結果通知書があっても、実務経験証明書の提出は省略で

きません。 

 

Ｑ２. 勤務先に勤務表などが残っておらず正確な業務従事日数が証明できません。5 年以上勤務Ｑ２. 勤務先に勤務表などが残っておらず正確な業務従事日数が証明できません。5 年以上勤務Ｑ２. 勤務先に勤務表などが残っておらず正確な業務従事日数が証明できません。5 年以上勤務Ｑ２. 勤務先に勤務表などが残っておらず正確な業務従事日数が証明できません。5 年以上勤務

していますが、年数だけの証明で受験できませんか。 していますが、年数だけの証明で受験できませんか。 していますが、年数だけの証明で受験できませんか。 していますが、年数だけの証明で受験できませんか。 

Ａ２. 受験資格については、勤務年数と業務従事日数の両方が実務経験の条件を満たしている必

要があります。したがって、日数についての証明もないと受験できません。 

ただし、質問のような事情で正確な業務従事日数を証明できない場合は、次の日数を 1 年

間の勤務日数として取り扱うことができます。 

1 年間の勤務日数＝年間勤務日数－年間有給休暇取得可能日数 

年間勤務日数：就業規則等で定められた通常勤務日数 

年間有給休暇取得可能日数：有給休暇の取得の有無にかかわらず取得することがで

きる最長の日数 

 

Ｑ３. 訪問介護事業所に勤務する介護福祉士です。受験申込み時点では、業務従事期間を満たさＱ３. 訪問介護事業所に勤務する介護福祉士です。受験申込み時点では、業務従事期間を満たさＱ３. 訪問介護事業所に勤務する介護福祉士です。受験申込み時点では、業務従事期間を満たさＱ３. 訪問介護事業所に勤務する介護福祉士です。受験申込み時点では、業務従事期間を満たさ

ないのですが、試験前日には、5 年以上、かつ、900 日以上の要件を満たす予定なので、実務ないのですが、試験前日には、5 年以上、かつ、900 日以上の要件を満たす予定なので、実務ないのですが、試験前日には、5 年以上、かつ、900 日以上の要件を満たす予定なので、実務ないのですが、試験前日には、5 年以上、かつ、900 日以上の要件を満たす予定なので、実務

経験証明書を「見込」証明書として提出しようと思います。受験手続上、なにか注意するこ経験証明書を「見込」証明書として提出しようと思います。受験手続上、なにか注意するこ経験証明書を「見込」証明書として提出しようと思います。受験手続上、なにか注意するこ経験証明書を「見込」証明書として提出しようと思います。受験手続上、なにか注意するこ

とはありますか。 とはありますか。 とはありますか。 とはありますか。 

Ａ３. 「見込」証明書で受験資格を認められ受験する場合は、実際に要件を満たすことができ

たことの証明が必要です。10 月 31 日(火)（必着）までに要件を満たした日までの実務経

験について改めて実務経験証明書を提出して下さい。提出がない場合は、受験が無効とな

ります。 
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従事期間・従事日数について 従事期間・従事日数について 従事期間・従事日数について 従事期間・従事日数について 
 

Ｑ１. ６年前から現在の事業所で介護の業務に従事しており、他の介護業務や受験要件の【別表２】Ｑ１. ６年前から現在の事業所で介護の業務に従事しており、他の介護業務や受験要件の【別表２】Ｑ１. ６年前から現在の事業所で介護の業務に従事しており、他の介護業務や受験要件の【別表２】Ｑ１. ６年前から現在の事業所で介護の業務に従事しており、他の介護業務や受験要件の【別表２】

の相談援助業務に従事したことはありません。３年前に介護福祉士の資格を取りましたが、資の相談援助業務に従事したことはありません。３年前に介護福祉士の資格を取りましたが、資の相談援助業務に従事したことはありません。３年前に介護福祉士の資格を取りましたが、資の相談援助業務に従事したことはありません。３年前に介護福祉士の資格を取りましたが、資

格を取得する前の業務従事期間を通算することはできませんか。 格を取得する前の業務従事期間を通算することはできませんか。 格を取得する前の業務従事期間を通算することはできませんか。 格を取得する前の業務従事期間を通算することはできませんか。 

Ａ１. 業務従事期間は、介護福祉士の資格を登録した日から計算します。３年前に資格取得され

ていますので実務経験としては３年であり、５年の受験要件を満たしませんので、受験する

ことはできません。 

 

Ｑ２. 実務経験証明書の「業務従事期間」には、「産前産後休暇」や「育休」、「病休」を含めてよＱ２. 実務経験証明書の「業務従事期間」には、「産前産後休暇」や「育休」、「病休」を含めてよＱ２. 実務経験証明書の「業務従事期間」には、「産前産後休暇」や「育休」、「病休」を含めてよＱ２. 実務経験証明書の「業務従事期間」には、「産前産後休暇」や「育休」、「病休」を含めてよ

いのでしょうか。 いのでしょうか。 いのでしょうか。 いのでしょうか。 

Ａ２. 「産前産後休暇」は業務従事期間に含めますが、「育児休業」、「病気休業」は含めません。 

なお、「実従事日数」については、実際に勤務した日数であることから、「産前産後休暇」

及び「育児休業」ともに含めません。 

 

Ｑ３. 訪問介護員として複数の事業所で勤務していますが、それぞれの従事期間及び従事日数をＱ３. 訪問介護員として複数の事業所で勤務していますが、それぞれの従事期間及び従事日数をＱ３. 訪問介護員として複数の事業所で勤務していますが、それぞれの従事期間及び従事日数をＱ３. 訪問介護員として複数の事業所で勤務していますが、それぞれの従事期間及び従事日数を

通算してよいのでしょうか。 通算してよいのでしょうか。 通算してよいのでしょうか。 通算してよいのでしょうか。 

Ａ３. 同一期間内に複数の事業所に勤務している場合、重複している従事期間は通算できませ

んが、従事日数は通算できます。ただし、1 日に 2 カ所で勤務していたときは、1 日として

計算することになります。 

従事日数を確認するため、勤務表など勤務日を確認できる資料の提出をお願いすること

があります。 

    

Ｑ４. 訪問介護の事業所で介護福祉士として勤務しています。主たる業務は、調理、掃除等の生Ｑ４. 訪問介護の事業所で介護福祉士として勤務しています。主たる業務は、調理、掃除等の生Ｑ４. 訪問介護の事業所で介護福祉士として勤務しています。主たる業務は、調理、掃除等の生Ｑ４. 訪問介護の事業所で介護福祉士として勤務しています。主たる業務は、調理、掃除等の生

活援助を行っています。実務経験として算入できますか。 活援助を行っています。実務経験として算入できますか。 活援助を行っています。実務経験として算入できますか。 活援助を行っています。実務経験として算入できますか。 

Ａ４. 生活援助は、要援護者に対する直接的な対人援助業務とはみなすことができません。業務

報告書などの客観的資料により身体介護業務として証明できる日のみを計上してください。    

    

    

写真票について写真票について写真票について写真票について    

 
Ｑ１. 既に撮影済みの写真があるのですが所定のサイズより小さめです。この写真を写真票に貼Ｑ１. 既に撮影済みの写真があるのですが所定のサイズより小さめです。この写真を写真票に貼Ｑ１. 既に撮影済みの写真があるのですが所定のサイズより小さめです。この写真を写真票に貼Ｑ１. 既に撮影済みの写真があるのですが所定のサイズより小さめです。この写真を写真票に貼

って提出してもよいでしょうか。 って提出してもよいでしょうか。 って提出してもよいでしょうか。 って提出してもよいでしょうか。 

Ａ１. 写真票は試験当日の会場で受験者と申込者が一致しているかどうかを確認するために

重要なものです。試験監督員は初めて見る受験者を短時間に多数確認しなければなりません。 

この確認作業がスムーズに行われるように、大きめのサイズ（パスポート申請用の写真

と同じ）を指定しています。 

したがって所定のサイズ以外の写真を貼った場合は受験申込みを受付けられません。 

また、顔の部分が小さい写真も同様です。 

 

 

その他その他その他その他    

 
Ｑ１. 地震や水害などの自然災害の際に、試験が行われるかどうかなどについてはどのようにしＱ１. 地震や水害などの自然災害の際に、試験が行われるかどうかなどについてはどのようにしＱ１. 地震や水害などの自然災害の際に、試験が行われるかどうかなどについてはどのようにしＱ１. 地震や水害などの自然災害の際に、試験が行われるかどうかなどについてはどのようにし

てわかりますか。 てわかりますか。 てわかりますか。 てわかりますか。 

Ａ１. 災害や公共交通機関の事故等、不測の事態が発生した場合には、対応は県社協のホー

ムページにてお知らせします。        
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介護支援専門員実務研修介護支援専門員実務研修介護支援専門員実務研修介護支援専門員実務研修    
 

 

 

介護支援専門員実務研修受講試験合格者は、新潟県介護支援専門員協会が実施する介護支援専門

員実務研修（以下「実務研修」という）を受講することができます。 

実務研修では、介護支援専門員として必要な知識と技術を修得します。 

研修受講案内は、試験結果通知と一緒に合格者のみに送付します。なお、実務研修の受講は、実務

研修受講試験に合格した年度に限るものではなく、翌年度以降でも受講は可能です。 

また、実務研修受講の際、試験結果通知の提出を求める場合もあるため、試験結果通知は紛失し

ないようご注意ください。 

 

 

 

原則、オンラインでの受講となります。インターネット環境やパソコン機器準備等、受講環境の

確保をお願いします。ただし、受講環境の確保ができないものに限り、会場での対面受講を認めま

す。（会場都合により定員を設け、定員を超えた場合は抽選となります。） 

研修の全課程を修了することが修了証明書を交付する条件ですので、研修中の遅刻、早退、途中

退席及び欠席は認めません。 
 

課 程 講義数等 研修方法 研修内容 

前 期 

10 講義 
ｅラーニング※２による受講 
講義及び個人ワーク演習 

介護保険制度の理念と介護支援専門員等 

３日間 
Zoom※3による受講 

講義及び演習 

ケアマネジメントに必要な基礎知識及び技術

（受付及び相談並びに契約、アセスメント及び

ニーズの把握の方法）等 

実 習※１  
訪問・ﾚﾎﾟｰﾄ 

（各自実施） 

ア 事業所見学実習 

イ 利用者への居宅訪問、アセスメントの実施、

居宅サービス計画の作成 

後 期 

６講義 
ｅラーニングによる受講 

講義及び個人ワーク演習 

ケアマネジメントの展開（基礎理解、脳血管疾

患に関する事例等） 

２日間 
Zoom による受講 

講義及び演習 

実習振り返り、アセスメント及び居宅サービス

計画等作成の総合演習等 

 
※１ 実習について 
（1）アの見学実習先は受講者の居住地等を考慮し、新潟県介護支援専門員協会で選定し、決定通

知と併せて通知します。 
見学実習期間は３日間程度とし、日程等は受講者と事業所で調整の上、実施します。 

（2）イの対象者は、各自で選定・依頼します。 
（3）前期研修時に、実習に関するオリエンテーションをおこないます。 
※２ｅラーニングについて 
（1）自宅・勤務先等で、インターネットに接続されたパソコンで、定められた視聴期間内に、自身

の都合の良い時間帯に講義動画を視聴受講します。 

（2）受講にあたっては、動画再生と音声出力ができるパソコンの端末及びインターネット回線、メ

ールアドレスをご用意いただく必要があります。 
※３ Zoom について 

（1）自宅・勤務先等で、Zoom ソフトを使用したオンラインにより、指定日時に研修を受講します。 

 （2）受講に際しては、ｅラーニングと同様の環境に加え、カメラ・マイクを備えたパソコンに Zoom

ソフト（無料）をあらかじめインストールし、研修当日はご自身で端末操作いただく必要があり

ます。※個人のサポートはいたしません。 

１ 実務研修の受講１ 実務研修の受講１ 実務研修の受講１ 実務研修の受講    

２ 実務研修日程２ 実務研修日程２ 実務研修日程２ 実務研修日程    
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実務研修の受講料は、59,000 円です。 

 

第 26 回介護支援専門員実務研修受講試験の受験申込から登録まで 

 

  

令
和
５
年 

受験申込受付期間 
6 月 5日（月曜日）から 

6 月 30 日（金曜日）まで（当日消印有効） 

受験票発送 9 月 20 日（水曜日）投函 

試験の実施 10 月 8日（日曜日） 

合格発表（結果通知） 
12 月 4日（月曜日）投函 

受験者全員に通知 

研修申込受付 

令和 5年 12 月 4日(月曜日)から一週間程度の期間内に 

新潟県介護支援専門員協会ホームページからの申込み

が必要です 

介護支援専門員実務研修 
令和 5年 12 月下旬から視聴開始、3月中旬まで（予定） 

全日程を受講 

令
和
６
年 

修了証明書の交付及び介護

支援専門員名簿への登録 

介護支援専門員実務研修終了後、受講確認ができ次第、

修了証明書を受講者へ送付、名簿への登録 

３ 実務研修受講料等３ 実務研修受講料等３ 実務研修受講料等３ 実務研修受講料等    
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様式１ 提出書類チェックシート 

様式２ 受験申込書 

様式３ 受験手数料払込金受領証貼付用紙 

様式４ 受験整理票 

様式５ 実務経験証明書 

様式６ 特別措置適用申請書 

様式７ 診断・意見書（視覚障害関係） 

様式８ 診断・意見書（聴覚障害関係） 

様式９ 診断・意見書（肢体不自由関係） 

様式 10 診断・意見書（胸部、心臓、腎臓疾患等関係） 

様式 11 開設確認願（書） 

様式 12 在職証明書 
 

 

 

提出書類 様式 提出書類 様式 提出書類 様式 提出書類 様式 
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